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１．計画策定の背景と趣旨

（１）計画策定の背景と趣旨

本村では、平成 17 年度より次世代育成支援対策推進法に基づく「真狩村次世代育成支援地域行動

計画（前期：17～21 年度、後期：22～26 年度）」を策定しました。平成 27 年には「真狩村子ども・

子育て支援事業計画」を策定し、子育てに関する施策を総合的に推進してきました。国の動向、社会

環境の変化、本村のこどもや子育ての現状、第 1 期計画の進捗状況等を勘案し、こども・子育て支援

に向けた取組をさらに推進するため、「第 2 期真狩村子ども・子育て支援事業計画」を令和２年に策

定したところです。

国においては、令和 5 年 4 月に「こども基本法」が施行され、令和 5 年 12 月に、同法に基づいた

「こども大綱」や「こども未来戦略」が閣議決定されたほか、令和 6 年 4 月に、児童福祉法が改正さ

れるなど、こども施策に関する基本的な方針等が定められました。

このような状況のなか、令和 6 年度をもって「第 2 期真狩村子ども・子育て支援事業計画」の計画

期間が終了することから、子どもの権利保障やこども・子育て施策を総合的・計画的に推進するため、

「こども大綱」を勘案した「真狩村こども計画」を策定します。

■参考：こども家庭庁「こども計画の体系」

Ⅰ 計画の策定にあたって
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（２）こどもまんなか社会の実現に向けた計画

こども計画は、こども大綱を勘案し、自治体における施策や地域資源、こどもや子育て当事者等の

意見を反映し作成します。

こども大綱では「こどもまんなか社会」の実現を目指しており、それぞれの自治体が、こども大綱

を勘案した自治体こども計画を策定することで「こどもまんなか社会」の実現につながります。

このような、すべてのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社

会を実現していくことが、こども計画の目的となります。

■こどもまんなか社会
すべてのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及び子どもの権利条約の精神にのっとり、

生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成⾧することができ、

心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神

的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる社会
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２．計画の位置づけ

（１）計画の位置づけ

本計画は、本村のまちづくりの総合的な指針である「真狩村総合計画」や「真狩村地域福祉計画」、

「真狩村障害者計画」、「真狩村まち・ひと・しごと創生人口ビジョン総合戦略」などの計画との調和

と整合性を図りながら、こども・子育て支援施策を総合的に推進するための計画であるほか、以下の

計画を包含して策定します。

・市町村こども計画（こども基本法第 10 条第 2 項）

・市町村子ども・子育て支援事業計画（子ども・子育て支援法第 61 条第 1 項）

・市町村行動計画（次世代育成支援対策推進法第 8 条第 1 項）

・市町村におけるこどもの貧困の解消に向けた対策についての計画（こどもの貧困の解消に向けた

対策の推進に関する法律第 10 条第 2 項）

・市町村子ども・若者計画（子ども・若者育成支援推進法第 9 条第 2 項）

■計画の位置づけ

第 6 次真狩村総合計画

真狩村地域福祉計画

真狩村障害者計画

第２期真狩村まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略

・こども計画

・子ども・子育て支援事業計画

・行動計画

・こどもの貧困の解消に向けた対策についての計画

・子ども・若者計画

調和と整合性

真狩村こども計画
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（２）計画の対象

本計画は、こども基本法、子ども・子育て支援法、児童福祉法、子ども・若者育成支援推進法等を

踏まえ、対象を 0 歳から 30 歳未満のこども・若者とします。

■計画の対象

３．計画期間

本計画の期間は、令和 7 年度から令和 11 年度までの 5 年間とします。

また、こども・若者の支援施策の進捗状況等に乖離がある場合は、必要に応じて計画の見直しを

検討します。

４．計画の策定体制

（１）「こども・子育て」「こども・若者」支援に関するニーズの把握

本計画を策定するにあたっては、村内在住の未就学児童の保護者、小学生の保護者・中学生の保

護者、小学 5・6 年生と中学生、15～29 歳の若者を対象とした子育て世帯やこども・若者の生活実

態・事業に関するアンケート調査から、現在の状況やニーズの把握を行いました。

（２）計画の策定方法

施策推進に関係する課等に対し施策目標に関わる事業や取組について聞き取り調査を行い、関係

各課の意見を集約しました。

こども（０～18歳）

若者（概ね13～30歳未満）

青少年（乳幼児期から青年期）

乳幼児期

0～5歳

学童期

6～12歳

思春期

概ね13～18歳

青年期

概ね18～30歳未満
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１．本村の現状

（１）少子化の現状と背景

わが国は第 2 次ベビーブーム（昭和 46 年～49 年頃）以降、少子化が進行しています。

要因としては、従来から晩婚化・未婚化及び晩産化が指摘されています。

本村での出生数は、昭和 47 年の 61 人を最高に低下し、令和 2 年から令和 4 年までの 3 年平均で

は 14 人となっており、ピーク時に比べ 70％以上減少しています。

■本村の人口と出生数

資料:人口動態総覧（「北海道保健統計年報」）

本村の 15 歳未満の人口は年々減少しており、令和 2 年現在では 242 人、総人口の 11.8%となって

います。出生数が減少傾向であることから、今後もこどもの人口は減少が続くと考えられます。

■本村の 15歳未満の人口推移

資料:国勢調査
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Ⅱ こどもと家庭を取り巻く状況
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25歳

26歳

27歳
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30歳

31歳

32歳

H7 H9
H11

H13
H15

H17 H19
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男性

（２）婚姻に関すること

若年層の多くは結婚を望んでおり、2 人以上のこどもを希望しているといわれていますが、未婚・

晩婚が増えている理由として「独身の自由さ気楽さを失いたくない」、「経済的に余裕がない」、「結婚

の必要性を感じない」などが理由で、結婚や夫婦の価値観には家族の連帯感より個人主義・自由意

識が表れているといわれています。

本村の婚姻数は、平成以降では平成 12 年の 18 件を最高として全体的に減少しています。婚姻率

（人口千人当）は昭和 51 年には 9.4％（婚姻数 30 件）ありましたが、令和 2 年から令和 4 年まで

の 3 年平均では、婚姻率（人口千人当）は 4.1％（婚姻数 8 件）に低下しています。

■本村の婚姻件数

資料:人口動態総覧（「北海道保健統計年報」）

また、全国・北海道の生涯未婚率※は上昇を続けており、これにより平均初婚年齢も年々上昇を続

け、未婚・晩婚化が深刻な社会問題となっていることがわかります。

■生涯未婚率の推移（全国・北海道） ■平均初婚年齢の推移（北海道：男性・女性）

資料: 国立社会保障・人口問題研究所 資料：厚生労働省「人口動態統計」

※生涯未婚率は、50 歳の時点で一度も結婚をしたことのない人の割合
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（３）女性及びこどものいる世帯の就業状況について

全国・北海道の女性の有業率は、20 歳代後半でピークを迎え、30 歳代で低下し、その後再び上昇

するというゆるやかなＭ字曲線を描いており、結婚、出産、子育て期に就業している女性の割合が低

下していることがわかります。

■女性の年齢別の有業率（全国・北海道）

資料:総務省「令和 4 年就業構造基本調査」

本村における、20歳未満のこどもがいる夫婦世帯のうち、共働きしている世帯割合は増加してお

り、令和2年では105世帯、割合では75.5％で、平成22年と比べて8.6％増加しています。

■本村における共働き世帯の状況

資料:国勢調査
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（４）0～17歳のこども人口と 15～49 歳の女性人口の推移と推計

本村の 0～17 歳のこども人口は、令和元年の 308 人から令和 6 年の 255 人まで減少傾向が続いて

きました。同じ期間の 15～49 歳女性人口は令和元年の 329 人から令和 6 年の 276 人まで減少傾向が

続いています。こども女性比※の直近 5 年間をみると、令和 2 年の 0.055 から令和 4 年の 0.041 へ減

少した後、令和 5 年に 0.052 へ微増し、令和 6 年は 0.051 です。令和 2 年から令和 6 年の 5 年間の平

均こども女性比は、0.048 となります。

また、コーホート変化率法を用いて算出した、令和 11 年の 0～17 歳のこども人口は 215 人、15～

49 歳女性人口は 212 と推計されます。

■本村における 0～17歳のこどもと 15～49歳女性人口の推移と推計

資料:住民基本台帳人口実績を基に推計

※こども女性比は、各年の 0 歳の人口（男女計）を、同じ年の 15～49 歳女性人口で割って算出。

※コーホート変化率法は、同じ年（または同じ期間）に生まれた人々の集団（コーホート）につい

て、過去 5 年間の人口動勢から変化率を求め、将来の人口を推計。

（５）児童虐待相談対応件数の推移

本村の令和元年度から令和5年度の5年間における児童虐待相談対応件数は下記のとおりです。

相談対応件数の種別では、ネグレクトの件数が年間平均で 1 件程度となります。

■児童虐待相談対応件数の推移
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２．就学前のこどもについての状況

（１）アンケート調査について

こどもまんなか社会の実現に向けた村づくりを進めるため策定する「こども計画」について、皆

様の子育て・教育の状況やご意見をお聞かせいただき、村のこども施策に反映させることを目的に

本アンケート調査を実施しました。

調査地域 全村

調査対象 村内在住の就学前児童がいる保護者（61 世帯）

調査方法
配達等により対象保護者に送付

Google フォームにて回答

調査期間 令和 6 年 10 月 15 日～令和 6 年 11 月 8 日

回 答 19 世帯

回収率 31.1％
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（２）世帯に関すること

本村のこどもを持つ世帯では 1 人が一番多く、複数のこどもをもつ世帯は全体の約 50％となってい

ます。父母とともに生活しているこどもが多く、また、祖父又は祖母が同居もしくは近居しているこ

どもが約 30％となっています。

（続柄はこどもから見た場合）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

4人

3人

2人

1人

こどもの人数

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

祖母近居

祖父近居

祖母同居

祖父同居

母同居（ひとり親家庭）

父同居（ひとり親家庭）

父母同居

こどもと同居・近居（複数回答）
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（３）こどもの預け先に関すること

同居もしくは近居が多い祖父母や親族にこどもの預けることができる世帯は緊急時、日常的に預け

る場合ともに約 35％と低くなっています。

また、友人・知人となると緊急時では約 5％、日常的では約 15％となる一方、半数近くが預かって

もらえる人がいないとなっています。

こどもを預けることが出来た場合でも、祖父母等では 3 人に 1 人が相手に対して負担をかけている

ことを心配しています。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

いずれもない

緊急時に友人・知人

日常的に友人・知人

緊急時に祖父母等

日常的に祖父母等

こどもを預かってくれる人（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

教育や発達は良い環境だが少し不安

負担をかけていることが心苦しい

時間的制約や負担が心配

身体的負担が心配

特に問題ない

祖父母等に預ける状況（複数回答）



12

（４）育児相談に関すること

①こどもの世話をする人

家庭内で主にこどもの世話をする人は、大多数が母親となっています。

②子育ての相談相手

子育ての相談については、約 80％の人が気軽にできる人（場所）がいると答えています。その相談

先は、友人や知人が一番多く、次に祖父母等の親族など身近な方に相談していることが多いといえま

す。一方、相談する親近者が少ない保護者がこどもの発育・成⾧に関することを相談する場合は、保

育士や子育て支援センター、役場子育て担当職員等を相手にすることがあり、内容に応じて関係機関

に相談しているように思われます。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

祖父母

母親

父親

主に世話をする人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる

いない

気軽に子育て相談できる人（場所）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

役場子育て担当

かかりつけの医師

民生委員児童委員

幼稚園教諭

保育所保育士

子育て支援センター

近所の人

友人や知人

祖父母等の親族

気軽に相談できる先（複数回答）
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（５）就労についての状況

①就労の形態

父親の就労形態は圧倒的にフルタイムが多く、母親はフルタイムと育児等の休業中を合わせると半

数以上の方がフルタイムで働いています。このほかパート・アルバイトでも 2 割近くを占めており、

前述のとおりこどもの世話をする母親が圧倒的に多い中、約 65％の方が就労していることになりま

す。

また、フルタイムで働く父母の労働時間の多くは週 40 時間以上であり、土曜日、日曜日の出勤な

ども含め、勤務時間も不規則な形態になっていることも予想されます。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就労したことがない

就労していたが、今はしていない

パート等だったが、産休・育休・介護休暇中

パート・アルバイト

フルタイムだったが、産休・育休・介護休暇中

フルタイム

父親の就労形態

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

就労したことがない

就労していたが、今はしていない

パート等だったが、産休・育休・介護休暇中

パート・アルバイト

フルタイムだったが産休･育休・介護休業中

フルタイム

母親の就労形態

60～70時間

未満

12.5%

50～60時間

未満

18.8%

40～50時間

未満

56.2%

40時間未満

12.5%

フルタイム：父親

（一週あたりの労働時間）

40～50時間未満

80.0%

40時間未満

20.0%

フルタイム：母親

(一週あたりの労働時間）
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②就労の時間

【フルタイム】

約 9 割がフルタイムで働く父親の出勤時間は、農業就労が多いこともあり 7 時前からほぼ就労を開

始します。帰宅時間は 18 時以降が多くなり、日中はほぼ就労しているといえます。母親は 7 時以降

の就労が多く、帰宅時間は 18 時台までが全体の 80％以上を占め、一般的な 8 時間就労が多いと思わ

れます。しかし、母親でも業種などにより 19 時以降に帰宅する場合もあり、多様化する就労時間に

ついての子育て支援も必要であると思われます。

【パート・アルバイト】

パート・アルバイトには多様な勤務形態があると思われますが、出勤時間は 8 時台から 9 時台に集

中しています。また、帰宅時間では 14 時以前の短時間と思われる就労は約 70％です。本村の場合は、

常態的な短時間パートより期間雇用、季節雇用などの就労形態が考えられます。

無回答

11.8%

5時台

11.8%
7時台

41.2%

8時台

23.5%
9時台

11.8%

フルタイム出勤時間：父親

無回答

11.8%

15時台

5.9%
16時台

5.9%

17時台

17.6%

18時台

47.1%

19時台

11.8%

フルタイム帰宅時間：父親

無回答

9.1%

7時台

72.7%

8時台

9.1%

9時台

9.1%

フルタイム出勤時間：母親

無回答

9.1%

16時台

18.2%
17時台

36.4%

18時台

27.3%

21時台

9.1%

フルタイム帰宅時間：母親
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③就労の希望

現在就労していない母親では 80％が就労を希望しています。

無回答

33.3%
8時台

33.3%

9時台

33.3%

パート・アルバイト出勤時間：母親

無回答

33.3%

13時台

33.3%

14時台

33.3%

パート・アルバイト帰宅時間：母親

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

1年より先、一番下のこどもがある程度の年齢になった

ころに就労したい

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

就労の希望：母親
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（６）就学前のこどもがいる世帯についての状況

①教育・保育サービスの利用

約 80％の人が教育・保育サービスを利用し、ほとんどの人が村内の認定こども園まっかり保育所を

利用しています。教育・保育サービスの利用日数は回答者全員が週 5 日で、１日あたり８時間及び 9

時間の利用が一番多くなっています。利用している理由は、教育及び就労としています。利用してい

ない理由はこどもがまだ小さいためが一番多くなっています。

また、定期的に利用したいと思う教育・保育サービスは、認定こども園が一番多く、次に認可保育

所となっています。

土曜日、日曜日・祝日の利用希望は、約 70％の人は希望がないものの約 20％の人は月１回以上の

利用を希望しています。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

利用していない

利用している

教育・保育サービス

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

4時間

5時間

7時間

8時間

9時間

10時間

１日あたりの利用時間
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

その他

子どもがまだ小さいため

使用したいが、延⾧・夜間等の時間帯の条件が合

わない

利用する必要がない

利用していない理由

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

特にない

その他の保育施設

延⾧保育

認証・認定保育施設

ファミリーサポートセンター

ベビーシッター

事業所内保育施設

家庭的保育

認定こども園

認可保育所

幼稚園の預かり保育

幼稚園

定期的に利用したいサービス（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

無回答

利用希望はない

月１～２回利用したい

ほぼ毎週利用したい

土曜日
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②子育て支援センターの利用

現在 25％の人が子育て支援センターを利用し、利用回数は週 1 回、または週 2 回の利用となってい

ます。また、今後の利用については 35％の人が利用する、または利用日数を増やしたいと回答してい

ます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

無回答

利用希望はない

月１～２回利用したい

ほぼ毎週利用したい

日曜日・祝日

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

利用していない

週２回の利用

週１回の利用

子育て支援センターの利用状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

今後利用したい

利用日数を増やしたい

利用しない・利用日数を増やしたいと思わない

今後の子育て支援センターの利用希望
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③小学校入学後の放課後の過ごし方

小学校入学後（1～3 年生）のこどもの放課後の過ごし方は、放課後児童クラブを利用すると習い事

をして過ごすが多くなっています。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

習い事

自宅

小学校入学後（１～３年生）の放課後の過ごし方（５歳児）（複数回答）
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（７）こどもの健康・発達の状況

過去１年間でこどもを病院・歯医者に受診させた方がよいと思ったが、受診しなかった経験がある

割合は約 15％で、その理由としては、仕事で連れていく時間がなかったことが大きな要因となってい

ます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

なかった

あった

受診させた方がよいのに受診させなかった経験

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仕事で連れていく時間がなかった

他のこどもの世話で連れていく時間がなかった

病院が遠いため

こどもが嫌がった

受診しなかった理由（複数回答）
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（８）家計の状況

家庭の家計状況をみると、貯金に回せるお金がある世帯は約 30％で、家庭の合計年収では、500 万

円未満が全体の約半分程度となっています。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

無回答

黒字であり毎月貯金している

黒字ではあるが貯金はしていない

黒字でも赤字でもなくぎりぎりである

家庭の家計状況

0% 5% 10% 15% 20% 25%

無回答

300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800～1000万円未満

1000万円以上

家庭の合計年収
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（９）子育て全般についての状況

①子育て支援サービスの利用状況

今まで利用したことがある子育て支援サービスは多岐にわたり、中でも産後ケア事業、乳児健診、

が多く利用されています。また、今後についてはサービスを利用したいという回答が約半数ほどとな

っています。

子育てに役立つ情報は、子育て中の仲間、インターネット、知人・友人・近所の人など多くの方法

により情報を得ています。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭児童相談室

乳児健診

産後ケア事業

保育所園庭開放

家庭教育に関する

学級・講座

保健師・管理栄養士に

よる育児・食育相談

妊婦学級・両親学級

子育て支援サービスの利用状況

利用したことがある 知っているが利用したことはない 知らなかった 無回答
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭児童相談室

乳児健診

産後ケア事業

保育所園庭開放

家庭教育に関する

学級・講座

保健師・管理栄養士に

よる育児・食育相談

妊婦学級・両親学級

子育て支援サービスの今後の利用意向

利用したい 利用しない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

入手方法がわからない

入手先がない

その他

インターネット

子育て雑誌・育児書

テレビ・ラジオ・新聞

公開講座

広報・パンフレット

児童相談所

児童委員

医師

子育て支援センター

役場（保健師等）

保育所・幼稚園

知人・友人・近所の人

子育て中の仲間

親戚

祖父母

配偶者

子育て情報の入手方法（複数回答）
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②子育に関する悩み

子育てに関する悩みや不安は経済的な負担、こどもとの接し方・育児方法などが上位ですが多様に

なっています。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

特になし

その他

こどものとりまく社会環境

子育てにかかる経済的負担

勉強・進学

子育てと仕事・家事の両立

自分の自由時間がもてない

こどもとの接する時間が足りない

配偶者の関心・関わり方が少ない

夫婦間・祖父母との考え方の違い

保育所等での子どもの様子

こどもに遊び友達ができない

子育て仲間や近所つきあい

育児による疲れ・ストレス

こどもの栄養・食事内容

こどもの性格・行動

こどもの健康状態

こどもの心身の発育・成⾧状態

こどものしつけ

こどもとの接し方・育児方法

子育てに関する悩みや不安（複数回答）
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③こどもの虐待について

こどもを虐待していると思うことがあると回答した人も一定数おり、中でも感情的な言葉をかけて

しまっているケースがみられるようです。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

思うことがある

まったくない

虐待していると思うか

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

その他

感情的な言葉

しつけのし過ぎ

⾧時間、食事を与えなかったり、放置してしまう

つい、たたいてしまう

虐待の内容（複数回答）
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（１０）地域の子育て環境や少子化対策に関すること

こどもにかかわる地域活動をさらに活発にするために必要なことに対する回答は多岐にわたりま

すが、特に多かったのが、付添い・遊び・スポーツの指導など、保護者が参加する機会を増やすこと

で 50％以上となっています。

また、こどもの近くにあったらよいと思う施設等については、いつでもこどもが自由に遊べる屋内

施設と回答した人が約 70％という結果でした。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

わからない

地域活動や子育て相談活動の拠点になる場を整備する

こどもに関わる各種団体の連絡協議会を設け、情報交換な

どを活発にする

住民を対象に遊びや子育てのインストラクターの募集や養

成をする

広報誌などでの情報提供・情報交流をもって活発にする

地域ごとのこども会活動、公民館活動、コミュニティ活動

の連携と活発化を図る

参加しやすい子育てグループづくりを支援する

付添い・遊び・スポーツの指導など、保護者が参加する機

会を増やす

こどもに関わる地域活動の活発化（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

プールやグラウンドなどのスポーツ施設

いつでもこどもが自由に遊べる屋内施設

読み聞かせや手作り体験ができる文化施設

遊具があり、遊び方を教えてくれる人がいる施設

木や小川があり、木登りや泥んこ遊びなどが出来る場所

ジャングルジムやブランコなどの遊具がある公園

かくれんぼやおにごっこが出来る空き地や原っぱ

近くにあったら良いと思うもの（複数回答）
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総合的にみて、子育てをしやすい村だと思う人の割合は、どちらかというとそう思う人を含めると

約 70％という結果です。

また、少子化対策については、最も重要だと思うことについては、こどもの養育費の軽減が 50％以

上という回答結果であり、経済的な支援が必要と考える世帯が多いことがわかります。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

わからない

そうは思わない

どちらかというとそう思わない

どちらかというとそう思う

そう思う

子育てしやすい村か

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

不妊等治療の助成

安全な遊び場の整備

子づれが安心できる社会環境づくり

若者定住の為の住宅や土地の提供

こどもの養育費の軽減

出産祝い金の充実

母子保健対策の充実

保育サービスを充実する

ファミリーサポートセンター等子育て支援活動の育成

仕事と子育てが両立しやすい職場環境

子育て支援の啓発をしていく

男女共同での家事分担などの理解を深める学校教育を充実

若者に結婚や出産・子育ての楽しさを啓発

男女がともに子育て等をすることの啓発、家事・ 育児指

導などの機会を充実

少子化対策のために今後重要なこと（複数回答）
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３．小学生のこどもについての状況

（１）アンケート調査について

こどもまんなか社会の実現に向けた村づくりを進めるため策定する「こども計画」について、皆

様の子育て・教育の状況やご意見をお聞かせいただき、村のこども施策に反映させることを目的に

本アンケート調査を実施しました。

調査地域 全村

調査対象 村内在住の小学生がいる保護者（59 世帯）

調査方法
配達等により対象保護者に送付

Google フォームにて回答

調査期間 令和 6 年 10 月 15 日～令和 6 年 11 月 8 日

回 答 18 世帯

回収率 30.5％
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（２）世帯に関すること

本村のこどもを持つ世帯では 2 人が一番多く、複数のこどもをもつ世帯は全体の約 80％となって

います。父母とともに生活しているこどもが多く、また、祖父又は祖母が同居もしくは近居している

こどもが約 50％となっています。

（続柄はこどもから見た場合）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

5人以上

4人

3人

2人

1人

こどもの人数

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

祖母近居

祖父近居

祖母同居

祖父同居

母同居（ひとり親家庭）

父同居（ひとり親家庭）

父母同居

こどもと同居・近居（複数回答）
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（３）こどもの預け先に関すること

同居もしくは近居が多い祖父母や親族にこどもの預けることができる世帯は緊急時、日常的に預け

る場合ともに 30％前後と低くなっています。

また、友人・知人となると日常的では約 20％となる一方、約 20％は預かってもらえる人がいない

状況となっています。

こどもを預けることが出来た場合でも、祖父母等では 3 人に 1 人が相手に対して負担をかけている

ことを心配しています。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

いずれもない

緊急時に友人・知人

日常的に友人・知人

緊急時に祖父母等

日常的に祖父母等

子どもを預かってくれる人（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80%

負担をかけていることが心苦しい

時間的制約や負担が心配

身体的負担が心配

特に問題ない

祖父母等に預ける状況（複数回答）
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（４）育児相談に関すること

①こどもの世話をする人

家庭内で主にこどもの世話をする人は、大多数が母親となっています。

②子育ての相談相手

子育ての相談については、約 80％の人が気軽にできる人（場所）がいると答えています。その相談

先は、友人や知人が一番多く、次に祖父母等の親族など身近な方に相談していることが多いといえま

す。一方、相談する親近者が少ない保護者がこどもの発育・成⾧に関することを相談する場合は、保

育士や子育て支援センター、役場子育て担当職員等を相手にすることがあり、内容に応じて関係機関

に相談しているように思われます。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母

父母

母親

父親

主に世話をする人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる

いない

気軽に子育て相談できる人（場所）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学校の先生
学校の先生

役場子育て担当

かかりつけの医師
民生委員児童委員

幼稚園教諭
保育所保育士

子育て支援センター
近所の人

友人や知人
祖父母等の親族

気軽に相談できる先（複数回答）
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（５）就労についての状況

①就労の形態

父親の就労形態は圧倒的にフルタイムが多く、母親はパート・アルバイトがやや多いくらいの割合

で働いています。前述のとおりこどもの世話をする母親が圧倒的に多い中、約 90％の方が就労してい

ることになります。

また、フルタイムで働く父母の労働時間の多くは週 40 時間以上であり、土曜日、日曜日の出勤な

ども含め、勤務時間も不規則な形態になっていることも予想されます。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答なし
就労したことがない

就労していたが、今はしていない
パート等だったが、産休・育休・介護休暇中

パート・アルバイト

フルタイムだったが、産休・育休・介護休暇中
フルタイム

父親の就労形態

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

就労したことがない

就労していたが、今はしていない

パート・アルバイトだったが、産休・育休・介護休業

パート・アルバイト

フルタイムだったが産休･育休・介護休業中

フルタイム

母親の就労形態

80時間以上

7.1%

60～70時間

未満

21.4%

50～60時間

未満

21.4%

40～50時間

未満

50.1%

フルタイム：父親

（一週あたりの労働時間）

40～50時間

未満

57.1%

40時間未満

42.9%

フルタイム：母親

(一週あたりの労働時間）
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②就労の時間

【フルタイム】

約 9 割がフルタイムで働く父親の出勤時間は、8 時台が最も多く、帰宅時間は 18 時以降が多くな

り、日中はほぼ就労しているといえます。母親も 8 時台の就労が多く、帰宅時間は 17 時台までが全

体の 70％以上を占めています。

【パート・アルバイト】

パート・アルバイトには多様な勤務形態があると思われますが、出勤時間は 8 時台に集中していま

す。また、帰宅時間はまちまちとなっています。本村の場合は、常態的な短時間パートより期間雇用、

季節雇用などの就労形態が考えられます。

無回答

7.1%

5時台

14.3%

6時台

14.3%7時台

7.1%

8時台

57.2%

フルタイム出勤時間：父親

無回答

7.1%

17時台

28.6%

18時台

21.4%

19時台

7.1%

20時台

21.4%
21時台

14.3%

フルタイム帰宅時間：父親

無回答

14.3%
5時台

14.3%

7時台

28.6%

8時台

42.9%

フルタイム出勤時間：母親

無回答

14%

10時台

14%16時台

14%

17時台

43%

18時台

15%

フルタイム帰宅時間：母親
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7時台

11.1%

8時台

77.8%

9時台

11.1%

パート・アルバイト出勤時間：母親

13時台

11.1%

14時台

11.1%

15時台

22.2%

16時台

22.2%

17時台

33.3%

パート・アルバイト帰宅時間：母親
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（６）放課後児童クラブの利用状況

小学校 4 年生以下では約 70％の人が放課後児童クラブを利用しています。また、土曜日はおよそ

半数の人、日曜日・祝日は 20％の人が利用を希望しています。

放課後こども教室については、半数の人が利用の意向があります。

小学校 5 年生以上の放課後の過ごし方は自宅が最も多く、習い事・少年団活動が約 40％となってい

ます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

利用していない

利用している

放課後児童クラブの利用（小学校４年生以下）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

利用希望なし

利用希望あり

土曜日

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

利用希望なし

利用希望あり

日曜日

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

利用希望なし

利用希望あり

祝日
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

意向なし

意向あり

放課後子ども教室の利用

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

習い事・少年団活動

祖父母等宅

自宅

放課後の過ごし方（小学校５年生以上）（複数回答）
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（７）こどもの健康・発達の状況

過去１年間でこどもを病院・歯医者に受診させた方がよいと思ったが、受診しなかった経験がある

割合は約 25％で、その理由としては、仕事で連れていく時間がなかったことが大きな要因となってい

ます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

なかった

あった

受診させた方がよいのに受診させなかった経験

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

無回答

学校や少年団活動を休ませたくなかった

仕事で連れてけなかった

自分の健康状況が悪かった

先生不在

他の子供の世話

病院が遠い

受診しなかった理由（複数回答）
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（８）家計の状況

家庭の家計状況をみると、貯金に回せるお金がある世帯は約 30％で、家庭の合計年収では、700 万

円未満が全体の約 40％となっています。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

黒字であり毎月貯金している

黒字ではあるが貯金はしていない

黒字でも赤字でもなくぎりぎりである

赤字であり貯金をとりくずしている

赤字であり借金をして生活

家庭の家計状況

0% 5% 10% 15% 20% 25%

無回答

わからない

300万円未満

300万以上～400万円未満

400万円以上～500万円未満

500万円以上～600万円未満

600万円以上～700万円未満

700万円以上～800万円未満

800万円以上1000万円未満

1000万円以上

家庭の合計年収
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（９）子育て全般についての状況

①子育て支援サービスの利用状況

今まで利用したことがある子育て支援サービスは多岐にわたり、中でも乳児健診、保健師・管理栄

養士による育児・食育相談が多く利用されています。また、今後についてはサービスを利用したいと

いう回答が約 20％ほどとなっています。

子育てに役立つ情報は、子育て中の仲間、インターネット、知人・友人・近所の人、子育て中の仲

間、など多くの方法により情報を得ています。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭児童相談室

乳児健診

産後ケア事業

保育所園庭開放

家庭教育に関する

学級・講座

保健師・管理栄養士に

よる育児・食育相談

妊婦学級・両親学級

子育て支援サービスの利用状況

利用したことがある 知っているが利用したことはない 知らなかった 無回答
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭児童相談室

乳児健診

産後ケア事業

保育所園庭開放

家庭教育に関する

学級・講座

保健師・管理栄養士に

よる育児・食育相談

妊婦学級・両親学級

子育て支援サービスの今後の利用意向

利用したい 利用しない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

入手方法がわからない

入手先がない

その他

インターネット

子育て雑誌・育児書

テレビ・ラジオ・新聞

公開講座

広報・パンフレット

児童相談所

児童委員

医師

子育て支援センター

役場（保健師等）

保育所・幼稚園

知人・友人・近所の人

子育て中の仲間

親戚

祖父母

配偶者

子育て情報の入手方法（複数回答）
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②子育てに関する悩み

子育てに関する悩みや不安は経済的な負担、こどもとの接し方・育児方法などが上位ですが多様に

なっています。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

特になし

その他

こどものとりまく社会環境

子育てにかかる経済的負担

勉強・進学

子育てと仕事・家事の両立

自分の自由時間がもてない

こどもとの接する時間が足りない

配偶者の関心・関わり方が少ない

夫婦間・祖父母との考え方の違い

こどもに遊び友達ができない

子育て仲間や近所つきあい

育児による疲れ・ストレス

こどもの栄養・食事内容

こどもの性格・行動

こどもの健康状態

こどもの心身の発育・成⾧状態

こどものしつけ

こどもとの接し方・育児方法

子育てに関する悩みや不安（複数回答）
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③こどもの虐待について

こどもを虐待していると思うことがあると回答した人も一定数おり、中でも感情的な言葉をかけて

しまっているケースがみられるようです。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

思うことがある

まったくない

虐待していると思うか

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

感情的な言葉

しつけのし過ぎ

⾧時間、食事を与えなかったり、放置してしまう

つい、たたいてしまう

虐待の内容（複数回答）
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（１０）地域の子育て環境や少子化対策に関すること

こどもにかかわる地域活動をさらに活発にするために必要なことに対する回答は多岐にわたりま

すが、特に多かったのが、付添い・遊び・スポーツの指導など、保護者が参加する機会を増やすこと

で 50％となっています。

また、こどもの近くにあったらよいと思う施設等については、プールやグラウンドなどのスポーツ

施設、いつでもこどもが自由に遊べる屋内施設と回答した人がそれぞれ約 70％前後という結果でし

た。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55%

わからない

児童委員の相談・指導などの活動を充実する

地域活動や子育て相談活動の拠点になる場を整備する

こどもに関わる各種団体の連絡協議会を設け、情報交換な

どを活発にする

住民を対象に遊びや子育てのインストラクターの募集や養

成をする

広報誌などでの情報提供・情報交流をもって活発にする

地域ごとのこども会活動、公民館活動、コミュニティ活動

の連携と活発化を図る

参加しやすい子育てグループづくりを支援する

付添い・遊び・スポーツの指導など、保護者が参加する機

会を増やす

こどもに関わる地域活動の活発化（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

特にない

プールやグラウンドなどのスポーツ施設

いつでもこどもが自由に遊べる屋内施設

読み聞かせや手作り体験ができる文化施設

遊具があり、遊び方を教えてくれる人がいる施設

木や小川があり、木登りや泥んこ遊びなどが出来る場所

ジャングルジムやブランコなどの遊具がある公園

かくれんぼやおにごっこが出来る空き地や原っぱ

近くにあったら良いと思うもの（複数回答）
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総合的にみて、子育てをしやすい村だと思う人の割合は、どちらかというとそう思う人を含めると

約 70％という結果です。

また、少子化対策については、最も重要だと思うことについては、こどもの養育費の軽減が約 40％

という回答結果であり、経済的な支援が必要と考える世帯が多いことがわかります。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

わからない

そうは思わない

どちらかというとそう思わない

どちらかというとそう思う

そう思う

子育てしやすい村か

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

わからない

不妊等治療の助成

安全な遊び場の整備

子づれが安心できる社会環境づくり

若者定住の為の住宅や土地の提供

こどもの養育費の軽減

出産祝い金の充実

乳幼児医療の体制を充実する

保育サービスを充実する

ファミリーサポートセンター等子育て支援活動の育成

仕事と子育てが両立しやすい職場環境

若者の定住を促進するため、結婚祝金制度を充実

子育て支援の啓発をしていく

男女共同での家事分担などの理解を深める学校教育を充実

若者に結婚や出産・子育ての楽しさを啓発

男女がともに子育て等をすることの啓発、家事・ 育児指導など...

少子化対策のために今後重要なこと（複数回答）
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４．中学生のこどもについての状況

（１）アンケート調査について

こどもまんなか社会の実現に向けた村づくりを進めるため策定する「こども計画」について、皆

様の子育て・教育の状況やご意見をお聞かせいただき、村のこども施策に反映させることを目的に

本アンケート調査を実施しました。

調査地域 全村

調査対象 村内在住の中学生がいる保護者（40 世帯）

調査方法
配達等により対象保護者に送付

Google フォームにて回答

調査期間 令和 6 年 10 月 15 日～令和 6 年 11 月 8 日

回 答 8 世帯

回収率 20.0％
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（２）こどもの健康・発達の状況

過去１年間でこどもを病院・歯医者に受診させた方がよいと思ったが、受診しなかった経験がある

割合は約 25％で、その理由としては、こどもが嫌がったこと、仕事で連れていく時間がなかったこと

が大きな要因となっています。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

なかった

あった

受診させた方がよいのに受診させなかった経験

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事で連れてけなかった

こどもが嫌がった

受診しなかった理由（複数回答）
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（３）家計の状況

家庭の家計状況をみると、貯金に回せるお金がある世帯は約 25％で、家庭の合計年収では、700 万

円未満が全体の約半数となっています。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

黒字であり毎月貯金している

黒字ではあるが貯金はしていない

黒字でも赤字でもなくぎりぎりである

赤字であり貯金をとりくずしている

家庭の家計状況

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

無回答

400～500万円未満

500～600万円未満

600～700万円未満

700～800万円未満

800～1000万円未満

家庭の合計年収
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（４）子どもの権利と虐待に関すること

①子どもの権利に関すること

子どもの権利について名前も内容も知っていると回答したのは約 40％で、子どもの人権は広く尊

重されるものであると考えられています。

②こどもの虐待について

こどもを虐待していると思うことがあると回答した人はいませんでした。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

知らなかった

名前は知っているが、内容は知らなかった

名前も内容も知っている

『子どもの権利』を知っているか

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自由な時間をもつこと

自分のことは自分で決められること

人と違う自分らしさが認められること

自分の考えを自由に言えること

暴力や言葉で傷つけないこと

こどもが知りたいことを隠さないこと

障がいのある子が差別されないこと

人種や性別、宗教などで差別されないこと

子どもの権利の中で大切だと思うこと（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

思うことがある

まったくない

虐待しているのではと思うこと
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（５）地域の子育て環境や少子化対策に関すること

総合的にみて、子育てをしやすい村だと思う人の割合は、どちらかというとそう思う人を含めると

約 50％という結果です。

また、少子化対策については、今後重要だと思うことについて回答数の多い順では、仕事と子育て

が両立しやすい職場環境、こどもの養育費の軽減、若者定住の為の住宅や土地の提供となります。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そうは思わない

どちらかというとそう思わない

どちらかというとそう思う

そう思う

子育てしやすい村か

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安全な遊び場の整備

子づれが安心できる社会環境づくり

若者定住の為の住宅や土地の提供

こどもの養育費の軽減

出産祝い金の充実

乳幼児医療体制を充実する

一時保育サービスを充実する

ファミリーサポートセンター等子育て支援活動の育成

仕事と子育てが両立しやすい職場環境

若者定住の為の結婚祝金制度

子育て支援の啓発をしていく

少子化対策のために今後重要なこと（複数回答）
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５．こどもの生活に関する状況

（１）アンケート調査について

こどもまんなか社会の実現に向けた村づくりを進めるため策定する「こども計画」について、学

校や家での生活の様子や将来の希望などを聞くことで、今後のみなさんの生活や環境をより良くす

ることを目的に本アンケート調査を実施しました。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

どちらともいえない

女性

男性

アンケート回答者の性別

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

小学5年生

小学6年生

中学1年生

中学2年生

中学3年生

アンケート回答者の学年

調査地域 全村

調査対象

村内在住の小学 5 年生（15 名）、6 年生（12 名）

村内在住の中学 1 年生（14 名）、2 年生（13 名）、3 年生（14 名）

計：68 名

調査方法
学校に協力いただき対象者に送付

Google フォームにて回答

調査期間 令和 6 年 10 月 22 日～令和 6 年 11 月 8 日

回 答 39 名

回収率 57.4％
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（２）学校から帰宅後の家事手伝いの状況

学校から帰宅後に家事手伝いを行っている人は約 85％で、そのうち約 10％は 2 時間以上行ってい

る状況です。

（３）メディアの利用状況

自分のスマートフォンやタブレット端末を持っていると回答した人は約 90％で、検索・情報収集

や、音楽を聴いたり、電話やメール、SNS などを利用している人が多い状況です。

モバイル端末を利用した情報収集は多岐にわたり、特に趣味などの情報収集をしている人が多い状

況です。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

まったくしない

30分未満

30分～1時間

1時間～1時間30分

1時間30分～2時間

2時間以上

家事手伝いの時間

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持っていない（ない）

持っている（ある）

モバイル端末所有
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インターネットや SNS 等を利用したトラブルを経験したことがあると回答した人は約 20％で、

中には個人情報の漏洩、犯罪などトラブルになったケースもあり、扱いには十分な注意が必要である

とともに、トラブルになった際には相談したり自分一人で抱え込まないなど、対応策が必要と考えら

れます。

相談先としては、家族、学校の先生、友だちが上位となっています。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

動画配信する

SNSに投稿する

動画やライブ配信を見る

SNSの投稿を見る

電話やメッセージのやり取りをする

本やまんがを読む

ゲームをする

音楽を聴く

ニュースを見る

検索・情報収集

モバイル端末の使用方法（複数回答）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

天気予報

政治のこと

今、日本や世界で起こっていること

健康や美容のこと

悩んでいることの解決方法

趣味のこと

受験や進路のこと

勉強のこと

食べ物

新しい音楽やファッション

どのような知識や情報を調べるか（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

無回答

ない

ある

インターネットやSNSでのトラブル経験
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

現実犯罪やトラブル

ウィルス感染

迷惑メール

個人情報の利用

ネット投稿によるトラブル

ネット上のトラブル内容（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

誰（どこ）にも相談していない

SNS上の知り合い

友だち

学校の先生

家族

インターネット上のトラブルの相談先（複数回答）
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６．こども若者についての状況

（１）アンケート調査について

こどもまんなか社会の実現に向けた村づくりを進めるため策定する「こども計画」について、村

内の若者が日頃、どのような生活を営み、どのような意識をもっているかを把握することで、今後

のこども・若者支援施策に反映させることを目的に本アンケート調査を実施しました。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

女性

男性

アンケート回答者の性別

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

15～19歳

20～24歳

25～29歳

アンケート回答者の年齢

調査地域 全村

調査対象 村内在住の 15 歳から 29 歳の方（174 名）

調査方法
配達等により対象者に送付

Google フォームにて回答

調査期間 令和 6 年 10 月 15 日～令和 6 年 11 月 8 日

回 答 40 名

回収率 23.0％
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（２）困難に直面した経験と支援の状況

これまで困難に直面した経験がある人は、どちらかというとあると回答した人も含めると約 70％

となります。経験した困難の内容としては、対人関係によるものが上位を占めています。

また、困難を経験した時期については、小・中学生の頃が最も多い結果となりました。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

わからない

なかった（ない）

どちらかといえばなかった

どちらかといえばあった

これまでにあった

困難の直面経験

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

その他

家族との関係

友だちとの関係

いじめ

虐待

生活困窮

ひきこもり

不登校

経験した困難の内容（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

20代（学生ではない）

10代（学生ではない）

高校、大学、専門学校

小・中学校の頃

困難を経験した時期
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困難は今の生活に影響していると思うと答えた人は約半数で、影響していないと思う人と同じ割合

ととなっています。

困難を乗り越えるために役に立つことについては、家族や友人・知人への相談が約 70％であり、相

談できる人や環境が大事であることが考えられます。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

困難は今も続いている

分からない

思わない

思う

困難経験が今に影響しているか

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

仕事に就くための支援

住むところを探す支援

必要なことが勉強出る場所、訓練できる場所

困難と関係のない仲間、居場所での時間

同じような境遇の人同士での交流できる場所

金銭的な支援制度

役場や民間機関の相談窓口での支援

家族や友人・知人への相談

困難を乗り越えるために役に立つこと（複数回答）
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（３）こどもを持つ、または持ちたいと思う理由について

現在、こどもがいない方で、将来こどもが欲しいを考えている人の割合は約 60％ですが、アンケー

ト結果を考察すると、理想とするこどもの人数に対し、こどもが欲しいけど難しいと考えている人が

一定数いると考えられます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

いない

いる

こどもの有無

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

思わない

思う

将来こどもを持ちたいか

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

0(持ちたいが持てない)

1人

2人

3人

理想のこどもの人数
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子育てに必要な施策については、経済的な支援の充実が約 80％で、次に子育てに優しい社会環境づ

くりで約 50％となっており、経済的な支援と子育て環境の改善が求められていると考えられます。

また、こどもが欲しいと思わないと回答した方で、どうすればこどもを持ちたいと思えるかについ

ては、自身、経済力、教育費の減少、社会情勢の変化などが 50％以上の回答率となっています。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

0(持ちたいが、持てない)

1人

2人

3人

予定するこどもの人数

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

その他

配偶者の家事・育児参加を促す機運の醸成

健康相談の充実

子育てにやさしい社会環境づくり

相談支援の充実

生活環境の整備

保育サービスの提供体制

企業の育休等の取組

住宅に対する助成

経済的支援の充実

子育てに必要な施策（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

こどもを持つつもりはない

育児休業などの制度の充実

社会情勢の変化

教育費の減少

経済力があれば

自信がつけば

どうすればこどもを持ちたいと思えるか（複数回答）
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７．こども・若者をめぐる課題

（１）安心して出産・子育てができる支援の充実

今後の人口推移について、微減で推移すると考えられ、出生数やこどもについても微減で推移す

る予想されます。

本村では、こどもの人口の変化を見据え、こども・子育て支援サービスの一定の量を確保しなが

ら、妊娠・出産から学童期までのこどもの健やかな成⾧、そして自立に向けた取組を展開してきまし

た。今後もニーズの把握と質の向上に努め、継続的な取組を進めるとともに、こどもから若者まで

切れ目のない支援を提供していくことが重要です。

これまで安心してこどもを産み育てることができるよう、母子に対する健診や相談の機会の充

実、小児に対する予防接種等に努めてきました。アンケート結果では、多くの人が健診や育児・食

育相談などを活用している状況です。

北海道における 30～39 歳の女性の有業率は 80％前後を推移しており、こどもがいる共働き世帯

割合が増加しています。保育施設等の在園児数や未就学児の就園状況、アンケート結果から、今後

も共働き世帯の割合が今の水準と変わらないことが考えられるため、保育施設等の確保は必須であ

ると考えられます。

また、アンケート結果では、未就学児童における保護者の経済的な安定や育児相談体制の確保・

充実が重点項目となっています。

親が主体的に子育てに向き合い、関わっていくためには、経済的な安定や育児相談体制の確保・

充実をはじめ、育児休業や短時間勤務を取得しやすい環境づくりなど、いわゆるワーク・ライフ・

バランスの推進が必要であり、企業の働き方改革やワーク・ライフ・バランスの推進に関する意識

改革が重要です。

（２）こども・若者が健やかに育ち、自立できる環境作り

これまで子育て世代の共働き率の増加による保育ニーズの高まりから、教育・保育施設の整備を

進めてきましたが、その一方で、乳幼児期が人格形成の基礎を培う重要な時期であることから、よ

り一層の質の高い幼児教育・保育の提供が求められています。

また、インターネットや SNS の利用がきっかけで、こどもや若者が犯罪やいじめに巻き込まれる

ケースが増えています。

小さなこどもから若者まで、誰もが安心して健やかに暮らすことができるよう、安全管理対策や関

係者への支援の徹底及び安全・安心の村づくりを推進していくことが重要です。

こどもから若者まで、成⾧期において経験する発達段階に応じた学習や遊び、体験活動は、確か

な学力、豊かなこころ、健やかな体といった生きる力を養うために重要であることから、行政、家

庭、学校・園、地域が連携し、多様な活動や他者との交流の機会を充実させる必要があります。
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（３）こども・若者の育ちを支える環境作り

核家族世帯の増加とともに、共働き世帯の割合が増加しています。これまで世帯で担っていた子

育てが難しくなることが考えられる中、地域や子育て家庭同士のつながりを大切にしながら、支え

合っていくことが必要です。

アンケート結果では、付添い・遊び・スポーツの指導など、保護者が参加する機会を設けること

やいつでもこどもが自由に遊べる屋内施設などが望まれている状況です。

（４）困難を抱えるこども・若者に対する支援の充実

こども・若者が健やかに成⾧し、自立して暮らすことができるよう、地域、学校、関係機関等が

連携しながら、早期からの適切な家庭支援に努め、つながり続けていくことが重要です。

ニートやひきこもりなどの、社会生活を円滑に営むうえで困難を有するこども・若者は、本人や家

族が、貧困、虐待、いじめ、不登校、発達障害等の複合的な課題を有する場合があるため、福祉、

教育、保健等、多分野の関係機関が連携、協力し、丁寧に切れ目なく支援することが必要です。

心身に悩みや課題を抱えている支援が必要なこども・若者が、支援機関につながっていないとい

う状況に陥らないために、必要な人に必要な情報が届くよう、広報周知の徹底が求められていま

す。

こども・若者についてのアンケート結果では、対人関係による困難を経験したことがある人が多

く、その多くは小・中学生の頃であり、困難を乗り越えるためには家族や友人・知人などに相談で

きる人や相談しやすい環境づくりが重要であると考えられます。こども・若者が一人で問題を抱え

込むようなことが無いよう、周囲の大人たちの支えが必要です。

（５）貧困に関する支援の充実

こどもの貧困問題については、その家族全体の課題を解決することが必要不可欠となり、所得の

少ない世帯やひとり親世帯への支援を通じて貧困状態のこどもたちの状況を改善していくことが重

要です。

家計の状況に関する調査結果から、概ね世帯収入に比例して暮らし向きの良し悪しの割合が推移し

ていると考えられますが、世帯収入が比較的高い世帯でも過去 1 年間に生活費の支払ができなかっ

たと回答している世帯がいます。要因については、教育費や医療費、住居費が嵩んでいたり、多人数

世帯といったことが考えられますが、そうした世帯において、こどもの生活に影響が及ばないため

の対策が重要となります。

貧困問題は、こども・若者の学力向上への影響、自己肯定感や自尊感情を損なうなど、健全な成

⾧や発達を阻害する要因となることから、こころのケアに取り組むことが重要です。

（６）虐待からこどもの命と権利を守る取組の充実
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虐待によりこどもが傷つくことがないように、社会全体で見守り、育てていくことが重要である

ことから、住民への理解を深め、社会全体でこどもへの虐待を防止する機運の醸成が必要です。

また、核家族化や地域での関係性が希薄となってきている状況から、子育て中の家庭への支援が

必要となっています。育児中の悩みごとや負担感等、子育て中の不安感を和らげる取組が重要で

す。

学校や保育所のみならず、こどもに関わるあらゆる機関は、子育てに何らかの課題等を抱えてい

る家庭を早期に把握し、必要な機関との円滑な連携のもと、虐待を重篤化させない取組が重要で

す。

また、妊娠から出産、子育てに至る切れ目のない支援のために、福祉や保健の垣根を越えた関係

機関の連携も重要です。

こどもへの虐待の背景には様々な要因があります。経済的な問題や社会的な孤立等、複雑に絡み

合った現状があり、年々増加する相談や虐待件数の現状から、相談体制の強化・充実とともに職員

や相談員の質の向上を図るための取組が重要です。

虐待を受けたこども・若者はこころに深い傷を負うため、心理的サポート等を提供することで、

自己肯定感や自尊感情を損なうことなく自己を確立し、社会的に自立した個人として成⾧すること

を支援する仕組みづくりが重要です。
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１．基本理念

Ⅲ 計画の基本的な考え方

すべてのこどもたちが輝きをもちながら健やかに育ち、父母やその他の

保護者が生きがいと喜びを子育てに感じることができる環境を整備すると

ともに、次代の子育て世代となる若者の子育てに対する不安を解消し、安心

してこどもを産み、育てられる環境を整備し、地域全体で子育てを理解し・

携わり・支えていくことが実現できる村づくりを目指します。

未来の担い手となるこどもたちの笑顔は、すべての世代の笑顔へと咲き

広がっていきます。こども一人ひとりのそれぞれの芽が伸び伸び、すくすく

と育ち、やがて大輪の笑顔を咲かすことができるように住民と行政とがし

っかりと手を取り合って、子育て家庭を地域全体で支援していきます。
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２．基本理念を実現するための施策展開

（１）基本方針

国の「こども大綱」では、日本国憲法、こども基本法及び子どもの権利条約の精神にのっとり、

以下の 6 本の柱を基本的な方針としています。本村においても、6 本の柱を基本方針とします。

■基本方針

本計画に定めるこども、子育て、若者に関する施策は、各ライフステージすべてにおいて、保

健・福祉、医療、教育、生活環境等あらゆる分野がかかわっています。

国の「こども大綱」は、特定のライフステージのみではなく、ライフステージを通して、継続的

に実践すべき重要事項を示し、ライフステージ別の重要事項、子育て当事者への支援に関する重要

事項を示しています。

本計画においては、国の「こども大綱」を勘案して策定しており、「こどもの誕生前から幼児期ま

で」、「学童期・思春期」、「青年期」の各ライフステージ別の重要事項を踏まえつつ、ライフステー

ジを通した施策、子育て当事者への支援に関する施策を展開します。

（２）ライフステージを通した重要事項

こども・若者に対する支援が、特定の年齢で途切れることなく、自分らしく社会生活を送ること

ができるようになるまで続くことが重要です。

また、子育て当事者に対しても、こどもの誕生前から、乳幼児期、学童期、思春期、青年期を経

て、おとなになるまでを「子育て」と捉え、社会全体で支えていくことが重要です。

①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こ
ども・若者の今とこれからの最善の利益を図る

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進めて
いく

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援する
④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、すべてのこども・若者が幸せな状態で成

⾧できるようにする
⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考え方を大前提として若い世代

の視点に立って結婚、子育てに関する希望の形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打破に取り組
む

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を重視する
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■すべてのライフステージに共通する事項

（３）ライフステージ別の重要事項

「こどもの誕生前から幼児期」、「学童期・思春期」、「青年期」など、それぞれのライフステージ

の特有の課題を捉え、ライフステージごとに必要な支援に取り組みます。

■こどもの誕生前から幼児期の重要事項

■学童期・思春期の重要事項

■青年期の重要事項

・こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等
・多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり
・こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供
・こどもの貧困対策
・障害児支援・医療的ケア児等への支援
・児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援
・こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組

・妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保
・こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成⾧の保障と遊びの充実

・こどもが安心して過ごし学ぶことのできる質の高い公教育の再生等
・こども・若者の視点に立った居場所づくり
・小児医療体制、心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実
・成年年齢を迎える前に必要となる知識に関する情報提供や教育
・いじめ防止
・不登校のこどもへの支援
・こどもや保護者などからの意見を参考とする校則の見直し
・体罰や不適切な指導の防止
・高校中退の予防、高校中退後の支援

・大学や大学院、短期大学、高等専門学校などの高等教育の修学支援、高等教育の充実
・就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組
・結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援
・悩みや不安を抱える若者やその家族に対する相談体制の充実
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（４）子育て当事者への支援に関する重要事項

子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、仕事との両立に悩んだりすることなく、ま

た、過度な使命感や負担を抱くことなく、健康で、自己肯定感とゆとりを持って、こどもに向き合

えるようにすることが、こども・若者の健やかな成⾧のために重要です。

■子育て当事者への支援に関する重要事項
・子育てや教育に関する経済的負担の軽減
・地域子育て支援、家庭教育支援
・共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大
・ひとり親家庭への支援
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３．施策体系

※北海道の施策を勘案して作成

①こども・若者を権利の主

体として認識し、その多

様な人格・個性を尊重

し、権利を保障し、こど

も・若者の今とこれから

の最善の利益を図る

【基本理念】 【基本方針】 【主な取組の方向性】

②こどもや若者、子育て当

事者の視点を尊重し、そ

の意見を聴き、対話しな

がら、ともに進めていく

③こどもや若者、子育て

当事者のライフステー

ジに応じて切れ目なく

対応し、十分に支援す

る

④良好な成育環境を確保

し、貧困と格差の解消

を図り、すべてのこど

も・若者が幸せな状態

で成長できるようにす

る

⑤若い世代の生活の基盤

の安定を図るととも

に、多様な価値観・考え

方を大前提として若い

世代の視点に立って結

婚、子育てに関する希

望の形成と実現を阻む

隘路の打破に取り組む

⑥施策の総合性を確保す

るとともに、関係省庁、

地方公共団体、民間団体

等との連携を重視する

・こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等

・こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映

・こども・若者の社会参加の推進

・こどもの居場所づくりの推進

・いじめ防止

・不登校のこどもへの支援

・・社会全体でのこども・子育て支援の取組の推進

・・生活環境の整備

・・こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成長の保障と遊びの充実

・・多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり

・・18 歳成年に伴う主権者教育等の充実とキャリア教育の推進

・・地域特性を活かした多様な教育機会の提供

・・子育てや教育に関する経済的負担の軽減

・・妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保

・・こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

・こどもの貧困対策

・障がい児支援・医療的ケア児等への支援

・児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援

・こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組

・高等教育の修学支援

・就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組

・結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援

・共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・

拡大

・施策の推進体制等
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基本方針１:こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性
を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善の
利益を図る

（１）こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等

子どもの権利条約やこども基本法、こども基本条例等に関する情報発信・普及啓発を行うとともに、

こどもの発達に応じた多様性の尊重や価値観の異なる他者との共生に係る人権教育などの学習機会

を確保します。

また、いじめや虐待等、こどもや保護者からの様々な相談に対応できる相談支援体制を構築します。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 児童虐待防止対策の充実

・村内の関係機関との連携を図り“真狩おや？お

や？安心サポートシステム”体制と要保護児童

対策協議会の強化・相談体制の充実

・児童相談所の専門性や権限を最大限利用し、適

切な援助を受ける

・妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする

こどもや妊婦の早期発見・早期対応

住民課

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

既存 人権啓発

こどもたちが協力して花を育てることによって、

命の尊さを実感する中で、豊かな心や優しさを育

み、自然と人権を尊重する意識が育つよう、小学

校に花を植えたプランターを贈呈する「人権の花

運動」を実施。

住民課

既存
真狩いじめゼロこどもサミッ

ト

真狩村の児童生徒が一堂に会し、各学校における

「いじめ根絶」の取組を交流し合うこと等をとお

して、一人一人が「いじめは絶対に許さない」と

いう気持ちを強め、自分たちの手でいじめをゼロ

にしようという意識を高める。

教育委員会

Ⅳ 施策の展開
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基本方針２:こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴
き、対話しながら、ともに進めていく

（１）こども・若者、子育て当事者の意見の適切な社会反映

村の施策等について、こども・若者から幅広く意見を聴く機会を創造し、こども・若者の意見が村

づくりに反映されるよう取り組むとともに、障がいのあるこどもやヤングケアラーなど声のあげにく

いこどもからの意見を汲み取れる環境を構築します。

子育て当事者が抱える村の子育て課題について、意見交換する場を作ります。また、関係部局や民

間団体等と連携し、より多くのこども・若者、子育て当事者の意見を取り入れられる取組を推進しま

す。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）

真狩いじめゼロこどもサミッ

ト

真狩村の児童生徒が一堂に会し、各学校における

「いじめ根絶」の取組を交流し合うこと等をとお

して、一人一人が「いじめは絶対に許さない」と

いう気持ちを強め、自分たちの手でいじめをゼロ

にしようという意識を高める

教育委員会

既存 村政懇談会

村内の地区連絡協議会単位で特別職及び管理職

が参加し、地区の課題などについて、村政に反映

させたり、意見交換をする場。村民であれば、子

育て世代に限らず、高齢者まで幅広く自由に参加

できる。

企画情報課
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（２）こども・若者の社会参加の推進

こども・若者の意見表明、交流機会の確保、遊びや文化・スポーツ体験活動への参加など、社会的

活動への参加を促進します。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 栄養教室・調理実習
保育所や放課後児童クラブにおいて、栄養士が講

話を行ったり、こどもとの調理実習を実施

住民課

まっかり保育所

既存 小学生味覚教室
小学 6 年生を対象にレストランに招待して食の知

識や味わうことの楽しみに触れる体験型学習
㈱マッカリーナ

既存 中学生テーブルマナー教室
中学 3 年生を対象にフルコースマナーを身に付

け、食事を楽しむための講習
㈱マッカリーナ

既存 ジュニアリーダー研修

中学生・高校生が他市町村の参加者と交流、地域

課題の解決等を通じ、地域活動に主体的に参画す

る意識の醸成

教育委員会

既存 こども英会話教室
英会話の実践をとおしたコミュニケーション能

力を養うため、英会話教室を開催
教育委員会

既存 こどもスポーツ教室

スポーツを通じてこどもたちの健全な発達を促

し、運動能力・コミュニケーション能力の向上の

促進

教育委員会

既存 スポーツ少年団への支援

スポーツを通じてこどもたちの健全な発達を促

し、運動能力・コミュニケーション能力の向上の

促進

教育委員会

既存 スポーツ表彰

スポーツを通じてこどもたちの健全な発達を促

し、運動能力・コミュニケーション能力の向上の

促進

教育委員会

既存

（再掲）

真狩いじめゼロこどもサミッ

ト

真狩村の児童生徒が一堂に会し、各学校における

「いじめ根絶」の取組を交流し合うこと等をとお

して、一人一人が「いじめは絶対に許さない」と

いう気持ちを強め、自分たちの手でいじめをゼロ

にしようという意識を高める

教育委員会

既存 読書まつり
公民館図書室を利用したり読書習慣を身につけ

るなど、本を楽しむ機会の充実を図る。
教育委員会
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（３）こどもの居場所づくりの推進

全てのこども・若者が、年齢を問わず互いに尊重しながら、安心して過ごせる居場所を持つことが

できるよう、ライフステージに応じ、様々なニーズや特性に対応した多様なこどもの居場所づくりを

推進します。

全てのこどもが放課後を安全に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、放課後児童ク

ラブについてきめ細やかな指導を確保するための人材確保や研修会の実施により、活動の充実を図り

ます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 放課後児童健全育成事業

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校

に就学している児童の自主性、社会性及び創造性

の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、児童

の健全な育成を図る。

住民課

既存

（再掲）
こども英会話教室

英会話の実践をとおしたコミュニケーション能力

を養うため、英会話教室を開催
教育委員会

既存

（再掲）
こどもスポーツ教室

スポーツを通じてこどもたちの健全な発達を促

し、運動能力・コミュニケーション能力の向上の

促進
教育委員会

既存

（再掲）
スポーツ少年団への支援

スポーツを通じてこどもたちの健全な発達を促

し、運動能力・コミュニケーション能力の向上の

促進
教育委員会

既存
既存施設での児童館機能（居

場所）の充実

大人が見守ることができる公共施設を開放し、放

課後等にこどもたちが気兼ねなく集い、安全で遊

ぶことができる児童館機能（居場所）の充実を図

る。

・保健福祉センター

・公民館

住民課

教育委員会

真狩村社会福祉

協議会

既存 真狩村サークル活動支援

村内で活動する文化団体及びスポーツ団体に対

し、施設利用調整や活動費補助などの支援を通し

て、幅広い年代が集い、交流できる「居場所」の

維持・充実を図る。

教育委員会

既存 羊蹄山麓発達支援センター

羊蹄山ろく 7 か町村に住む児童で小集団・個別療

育の中で社会性や心身・言葉などの発達を促す支

援の実施。

NPO 法人しり

べし地域サポー

トセンター
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既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 食で繋がるプロジェクト

地域で障がいを持った方が活動できる「交流の

場」として農園作業での体験を通して地域とのつ

ながり作りや定期的に食事会を開催することに

よって交流を図る。

真狩村社会福祉

協議会

既存
真狩青年団体協議会運営補助

事業

青年層が交流を深めたり、村づくりへの参画を行

うための活動を支援する。 教育委員会
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（４）いじめ防止

児童・生徒がいじめや犯罪等のネット上のトラブルに巻き込まれることがないよう、SNS 等のネ

ットリテラシーの向上や見守り・相談体制などの早期対応のための環境構築を推進するとともに、

関係機関との連携強化による地域ぐるみの支援体制の整備充実を図ります。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存
スクールサポートセンター事

業

学校、家庭、地域が一体となった学校運営をすす

めるため、学校と地域のネットワークづくり・地

域の支援体制の整備

教育委員会

既存 要保護児童対策協議会の推進

虐待を受けているこどもを始めとする要保護児

童の早期発見や適切な保護を図るために、関係機

関がそのこども等に関する情報や考え方を共有

し、円滑な連携・協力を確保する。

住民課

教育委員会

まっかり保育所

学校

児童相談所

既存

（再掲）
児童虐待防止対策の充実

・村内の関係機関との連携を図り“真狩おや？お

や？安心サポートシステム”体制と要保護児童

対策協議会の強化・相談体制の充実

・児童相談所の専門性や権限を最大限利用し、適

切な援助を受ける

・妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする

こどもや妊婦の早期発見・早期対応

住民課

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

既存

（再掲）

真狩いじめゼロこどもサミッ

ト

真狩村の児童生徒が一堂に会し、各学校における

「いじめ根絶」の取組を交流し合うこと等をとお

して、一人一人が「いじめは絶対に許さない」と

いう気持ちを強め、自分たちの手でいじめをゼロ

にしようという意識を高める

教育委員会
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（５）不登校のこどもへの支援

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門家にいつでも相談できる環境の

整備、ICT を活用した学習環境の整備など、不登校のこどもへの学習や体験機会などの環境整備を推

進するとともに、関係機関との連携強化による地域ぐるみの支援体制の整備充実を図ります。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）

スクールサポートセンター事

業

学校、家庭、地域が一体となった学校運営をすす

めるため、学校と地域のネットワークづくり・地

域の支援体制の整備

教育委員会

既存 要保護児童対策協議会の推進

虐待を受けているこどもを始めとする要保護児

童の早期発見や適切な保護を図るために、関係機

関がそのこども等に関する情報や考え方を共有

し、円滑な連携・協力を確保する。

住民課

教育委員会

まっかり保育所

学校

児童相談所

既存 まっかりクラブ

小・中学校に在籍する学校不適応児童・生徒に対

して、教育相談や適応指導を通して心の解放を図

り、自立心を養い、社会性を身につけることによ

り集団生活への適応を促し、学校生活への復帰を

支える。

教育委員会
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基本方針３:こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目な
く対応し、十分に支援する

（１）社会全体でのこども・子育て支援の取組の推進

こどもまんなか社会の実現のための取組を推進し、地域全体でこども・若者や子育て世帯の方を応

援する機運の醸成を図るとともに、子育て世帯の方に地域の高齢者や主任児童委員及び民生委員・児

童委員と関わる機会を提供し、互いに身近な存在として関わりやすい環境づくりを推進します。

また、地域の子育てサークルがより活発に活動できるよう、絵本や遊具などの貸し出しや活動拠点

の充実を図ります。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 地域子育て支援拠点事業

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所

を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の支援を行う事業

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

住民課

既存 子育てサークルへの支援

子育てをする母親たちのサークルに公共施設の

使用や絵本、遊具の貸出などを支援、活動費助成

などを実施

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

住民課

真狩村社会福祉

協議会

既存 家庭教育支援講座
就学時健康診断の機会等を利用し、家庭教育に関

する保護者向けの講座を実施
教育委員会

既存 出産祝品贈呈事業

出生届を提出した保護者に対し、出生児の健やか

な成⾧を願い、新しい村民となったこども達に

「生まれてくれてありがとう」の思いを込め、居

場所の象徴として世界にたった一つの「君の椅

子」を贈呈します。

住民課

新規
こども・子育て支援施策広

報・啓発事業

真狩村が実施するこども・子育て支援施策につい

て周知を図り、より多くのこども・若者、子育て

当事者の参加・利用を促すとともに、取組内容に

ついて広く見える化することにより、地域全体の

こども・子育て支援の機運醸成を図る。

住民課
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（２）生活環境の整備

子育て世帯に配慮した居住環境の整備を行うとともに、こどもが事故や事件に巻き込まれないよう、

安全な道路環境整備や見守り等の安全確保体制の構築など、安全・安心な村づくりを推進します。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 公営住宅建設事業
子育てしやすい住宅・住環境の整備と子育て世帯

への公営住宅等に関する情報の提供
建設課

既存 移住定住促進住宅
小学生以下のこどもがいる世帯などを対象とし、

村外から移住を希望する世帯向けの住宅を提供
企画情報課

既存 宅地分譲地の造成

親との近居や 3 世代同居など、子育て世帯が希望

する宅地・住環境を提供し、移住促進や住宅建設

を支援

企画情報課

既存 安心安全なまちづくり

建築物をはじめ、道路・公園・村内の公共的施設

における段差解消などのバリアフリー化、子育て

世帯にやさしいトイレ等の整備

企画情報課

建設課

既存 安全な道路環境の整備の促進
幅が広く段差のない歩道やバリアフリー対応型

信号機等の整備や通学路等の街路灯整備
建設課

既存 学童用ヘルメットの配付
自転車による交通事故被害の軽減を図るため小

学校１年生にヘルメットを配布
総務課

既存 スクールガード事業
入学式の時期などに真狩小学校前などで通学時

の見守りや交通安全の啓発を実施
教育委員会

既存 除排雪事業
住民生活、社会活動を維持するため、車道の除排

雪とともに通学路などの歩道の除雪
建設課

既存 こどもを守る 110 番の店
こどもが不審者から声をかけられたりした場合

に店などで一時的に保護
教育委員会
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（３）こどもの誕生前から幼児期までのこどもの成⾧の保障と遊びの充実

多様化する子育てのニーズに対応するため、認定こども園まっかり保育所の計画的な環境整備、人

材確保や研修会への参加による知識・技術の向上により、充実したサービス提供体制を確保します。

また、すべてのこども及び子育て家庭が、地域の中で支えられ孤立することがないよう、相談支援体

制の整備のほか、親子が気軽に集い、相互交流や不安や悩みを共有できる場の提供、子育て教室等の

充実に努めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 保育所型認定こども園

認可保育所が、保育に必要なこども以外のこども

を受け入れるなど、幼稚園的な機能を備えること

により認定こども園としての機能を備える施設

として、平成 28 年にまっかり保育所を認定こど

も園に移行

まっかり保育所

既存
保育所型認定こども園（土

曜保育）

多様化する就労形態に対応するため、地域の実情

に合わせた保育サービス
まっかり保育所

既存
保育所型認定こども園（一

時預かり事業）

家庭内において保育を受けることが一時的に困

難となった乳幼児を一時的に預かる事業
まっかり保育所

既存
保育所型認定こども園（乳

児保育）

0～2 歳児までの乳児期と呼ばれる最も心と身体

が成⾧発達をする大切な期間であり乳児の健や

かで和やかな人格を形成するための重要な保育

まっかり保育所

― 教育・保育施設参入支援

地域の多様なニーズに対応するため、教育・保育

施設の設置主体の参入を支援し、教育・保育サー

ビスの充実を図る。

住民課

― 認定こども園

就学前のこどもに関する教育・保育や地域おける

子育て支援を総合的に提供する機能を備えた施

設

住民課

― 保育所

保育を必要とするこどもの受け入れ、こどもの状

況や発達過程を踏まえ、養護及び教育を一体的に

行う施設

住民課

― 幼稚園

幼児期の特性を踏まえ、生涯にわたる人間形成の

基礎を培うとともに、小学校以降の教育の基礎を

つくる教育の整備を行う施設

住民課
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既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

― 特定地域型保育給付

地域の多様なニーズに対応するため、教育・保育

施設の設置主体の参入を支援し、教育・保育サー

ビスの充実を図る。

住民課

― 家庭的保育 5 人以下の家庭的な保育事業 住民課

― 小規模保育 6～19 人以下の小規模保育事業 住民課

― 居宅訪問型保育 集団保育が困難な児童への訪問型保育事業 住民課

― 事業所内保育 事業所内の保育事業 住民課

既存

（再掲）
地域子育て支援拠点事業

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所

を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の支援を行う事業

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

住民課

既存 ブックスタート事業
絵本を通じて保護者と赤ちゃんのふれあいを深

めることを目的に絵本をプレゼントする
教育委員会

既存 保育に関する研修
保育士を対象とした研修を、外部講師を招いてお

こない、保育の質向上を図る

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

既存
子育て保育施設遊具等整備事

業

「こども未来戦略」に基づき、安全で多様な遊具

等の施設環境を整備し、子育て・保育環境の質の

向上を図ることで、こどもの健やかな成⾧を促

す。

まっかり保育所
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（４）多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり

こどもへの健全な遊びを提供し、多様な体験・活動を行うことで自主性や社会性、創造性などの情

操を豊かにできるよう、放課後児童クラブの活動や児童公園の充実を図ります。

また、こどもの心身の健全な発達及び体力の向上が図られるよう、学校、スポーツ団体、家庭等と

連携し、こどもへのスポーツの機会の提供及び充実を図るとともに、道徳教育、読書活動、ふるさと

教育などを通じて、倫理観や規範意識を育成し、地域の文化に触れることで愛着や誇りなど豊かな心

を育みます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）
放課後児童健全育成事業

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校

に就学している児童の自主性、社会性及び創造性

の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、児童

の健全な育成を図る。

住民課

既存

（再掲）
栄養教室・調理実習

保育所や放課後児童クラブにおいて、栄養士が講

話を行ったり、こどもとの調理実習を実施

住民課

まっかり保育所

既存

（再掲）
小学生味覚教室

小学 6 年生を対象にレストランに招待して食の知

識や味わうことの楽しみに触れる体験型学習
教育委員会

既存

（再掲）
中学生テーブルマナー教室

中学 3 年生を対象にフルコースマナーを身に付

け、食事を楽しむための講習
教育委員会

既存

（再掲）
ジュニアリーダー研修

中学生・高校生が他市町村の参加者と交流、地域

課題の解決等を通じ、地域活動に主体的に参画す

る意識の醸成

教育委員会

既存

（再掲）
こどもスポーツ教室

スポーツを通じてこどもたちの健全な発達を促

し、運動能力・コミュニケーション能力の向上の

促進

教育委員会

既存

（再掲）
スポーツ少年団への支援

スポーツを通じてこどもたちの健全な発達を促

し、運動能力・コミュニケーション能力の向上の

促進

教育委員会

既存

（再掲）

既存施設での児童館機能（居

場所）の充実

大人が見守ることができる公共施設を開放し、放

課後等にこどもたちが気兼ねなく集い、安全で遊

ぶことができる児童館機能（居場所）の充実を図

る。

・保健福祉センター

・公民館

住民課

教育委員会

真狩村社会福祉

協議会

既存 児童公園の充実
児童公園の遊具等の安全点検を実施と老朽化し

た遊具の計画的な更新

住民課

まっかり保育所
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既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 こどもの遊び場整備

幼児向けの遊具、高学年向けのアスレチック遊具

などの児童公園や広いスペースがある屋内施設

を併設することで、日常的に遊びや体験ができる

憩いの場の提供

・フラワーセンター・キッズパーク

住民課

企画情報課

既存 離乳食教室・幼児食教室
栄養士による離乳食・幼児食の進め方についての

講話と調理実演及び試食
住民課

既存 学校給食週間

地元の優れた食材に興味関心をもち、生産者に感

謝の気持ちをもつことができるよう特別に調理

した給食メニューを 1 週間提供

教育委員会
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（５）18歳成年に伴う主権者教育等の充実とキャリア教育の推進

成人年齢が 18 歳に引き下げられたことを踏まえ、社会の形成者として必要とされる基本的な資質・

能力を育むため、学校だけでなく、地域の基幹産業等への職場体験を通して、地域課題の解決を主体

的に担うことができる力を身につけるとともに、若年者に被害の多い消費者トラブルについて注意喚

起を行い、自立した消費者として健全な消費生活ができるよう、金融に関する知識や判断力を高める

教育を推進し、消費者被害の未然防止・拡大防止に努めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 ベンチャーキッズ支援事業

「ビジネスの面白さ・大変さ」を体験しながらこ

どもたちの独創性と行動力・自立心を伸ばし、「ビ

ジネスセンス」や「生きる力」を身に着ける。

真狩村商工会

既存 消費者相談

周辺の 7 か町村で設置した「ようてい地域消費生

活相談窓口」において、詐欺やネット通販のトラ

ブル等の住民からの苦情処理に応じる。

総務課

既存 インターンシップ中学校

仕事の厳しさや大変さを認識し、望ましい勤労

観、職業観を考え、働く大人との交流をとおして、

働くことへの意識を高めるとともに好ましい人

間関係形成の機会とする。

教育委員会
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（６）地域特性を活かした多様な教育機会の提供

地域に根差した高等学校として、村の基幹産業である農業の担い手を育成するという基本方針のも

と「有機農業コース」「野菜製菓コース」の 2 コースを設けた真狩高等学校は、村の魅力の一つとな

っています。地域社会の担い手として、生徒たちの活躍の場を支え、更なる活性化に取り組みます。

また、コミュニティ・スクールの活用などにより、地域住民と学校が連携し、地域一体となった学校

教育活動の支援体制の整備を推進するとともに、ボランティア活動等への積極的な参加を促します。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 真狩高等学校運営

基礎的、基本的な知識や技能に加え、農業や食に

関する専門性を養い、グローバルな視点を持って

地域産業を担うことのできる生徒を育成する。

真狩高等学校

既存 コミュニティスクール
学校運営に地域の意見を反映させ、学校と地域が

協力して教育活動を進める。
教育委員会

既存 高校生除雪ボランティア
地域と連携したボランティア活動の一環として、

独居老人や高齢夫婦宅の除雪を行う。
真狩高等学校
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（７）子育てや教育に関する経済的負担の軽減

子育て家庭の経済的な負担につながる医療費の軽減を図るため、乳幼児等医療給付事業やひとり親

家庭等医療給付事業などの各種医療給付制度による経済的支援を行うとともに、幼児教育・保育の無

償化などの国の制度に加え、保育料や給食費、通学等にかかる費用の減免・助成・無償化等の施策に

より、子育て家庭の経済的負担の軽減に努めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 乳幼児等医療助成
中学校 3 年生までの児童生徒にかかる入院・通院

医療費の自己負担分の全額助成
住民課

既存 重度心身障害者の医療の助成 重度心身障害者に医療費の一部を助成 住民課

既存
ひとり親家庭等の医療費の助

成

ひとり親家庭等の母又は父及び児童に対し、医療

費の一部を助成
住民課

既存 出産育児一時金

国民健康保険の加入者が出産した場合（妊娠 12

週以上の死産・流産を含む。）、世帯主の方に「出

産育児一時金」を支給

住民課

既存 未熟児養育医療

身体の発育が未熟なまま生まれ、入院を必要とす

る乳児が、指定医療機関において入院治療を受け

る場合に、その治療に要する医療費の一部を助成

住民課

既存
子育て世帯の利用者負担額

（保育料）の減免

国の制度に基づき、まっかり保育所を利用する 3

歳児以上のすべてのこども及び 3 歳児未満の住民

税非課税世帯のこどもの利用料が無償になって

いるほか、3 歳児未満の保育料については、国の

基準を超えて無償または減額を実施

住民課

まっかり保育所

既存 保育所給食費の無償
まっかり保育所に入所する 3 歳児以上のこどもの

給食費を国の基準を超えて全世帯無償

住民課

まっかり保育所

既存
子育てのための施設等利用給

付

教育・保育給付認定を受けているこどもが認可外

保育施設などを利用するときの利用料を国の基

準額まで無償

住民課

既存 児童手当

家庭における生活の安定に寄与するため、18 歳

（高校生年代）までのこどもを養育している人に

手当を支給

住民課

既存 児童扶養手当

父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくして

いない児童生徒を育成される家庭（ひとり親家庭

等）について、こどもを養育している人に所得に

応じて手当を支給

住民課
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既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 特別児童扶養手当

精神や身体に 1 級または 2 級の障害のある 20 歳

未満のこどもを家庭で監督、保護している父母な

どの養育者の所得に応じて手当を支給

住民課

既存
障害者（児）施設通所交通費助

成

身体・知的・精神障害者（児）等が施設等への通

所に要する交通費の助成
住民課

既存 母子家庭等自立給付金

母子・父子家庭の親が、職業に必要な能力を高め

るために講座を受講したり、資格取得のため 2 年

以上養成機関で修業する場合に給付金を支給

住民課

既存 母子・寡婦福祉資金貸付金
母子家庭の母等が、就労や児童の就学などで資金

が必要となったときの貸付
住民課

既存 要保護・準要保護児童支援

小･中学校の児童生徒で経済的な理由により、学

用品費や給食費などの負担が困難な家庭に対して

の援助

教育委員会

既存 通学支援事業
村内の自宅から他市町村の高等学校に通学にか

かる費用の一部を助成
教育委員会

既存 結婚新生活支援事業

夫婦ともに 39 歳以下で婚姻し、一定の所得以下

の世帯における引っ越しなどの新生活を送るため

にかかる費用の一部を助成

企画情報課

既存 出産・子育て応援交付金

すべての妊婦、子育て世帯が安心して出産子育て

ができるよう妊娠届・出産届を出した妊婦及び産

婦へ給付金を支給し、子育てに関する経済支援を

行う

住民課
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（８）妊娠前から妊娠期、出産、幼児期までの切れ目ない保健・医療の確保

妊娠前から産後を通じて母子の健康が確保されるよう、母子保健における健康診査、訪問指導、保

健指導等を充実させるとともに、妊娠や育児への不安を解消し、安心してこどもを産み、育てられる

よう、相談支援体制の整備を推進します。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 利用者支援事業

こども又はその保護者の身近な場所で、教育・保

育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及

び必要に応じて相談・助言等を行うとともに関係

機関との連絡調整等を実施する事業

住民課

既存
乳児家庭全戸訪問事業（こん

にちは赤ちゃん）

生後 4 か月までの乳児のいる家庭を訪問し、心身

の様子及び養育環境の把握、育児に対する相談、

助言及び情報提供等を実施する事業

住民課

既存 養育支援訪問事業

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の

問題によって、子育てに対して不安や孤立感等を

抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要とな

っている家庭に対して保健師等による具体的な養

育に関する指導助言等を訪問により実施する事

業

住民課

既存 赤ちゃん相談
成⾧・発達の確認、母親の健康状態の確認と育児

相談、栄養、離乳食などの相談
住民課

既存 赤ちゃん健診
成⾧・発達にかかる問診、医師診察、栄養相談、

生歯・口腔衛生相談
住民課

既存 新生児聴覚検査
赤ちゃんが生まれつき耳の聞こえにくさがない

かを調べる検査
住民課

既存 産後ケア事業

助産師が訪問し、産後の心身の観察、授乳、育児

等について不安がある母子への専門的な指導を

行う事業

住民課

既存 予防接種

Ｂ型肝炎・ロタ・ＢＣＧ・五種混合・麻しん風疹・

小児肺炎球菌・水痘・日本脳炎・二種混合のワク

チン接種

住民課

既存 フッ素塗布 1 歳から小学生までを対象にフッ化物塗布 住民課

既存
一般・特定不妊治療費助成事

業

不妊に悩む方の体外受精などにかかる費用の一

部を助成
住民課
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既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 不育症治療費助成事業
2 回以上の流産などがあり、検査・治療にかかる

費用の一部を助成
住民課

既存 妊婦健診

お母さんとおなかの赤ちゃんの健康を守り、 安

全な出産と健康な赤ちゃんの出生のため、妊婦一

般健康診査（14 回分）、超音波検査（6 回分）の

受診票を交付

住民課

既存 妊婦学級・両親学級

妊娠中の健康管理や育児に必要な知識を中心に、

妊婦体操や呼吸法の実技、栄養指導、新生児の沐

浴の指導など妊娠・出産・育児について学ぶ

住民課

既存 歯ッピー健診
妊娠中の健康保持及び適切な口腔を保つよう歯

科健診の機会の提供
住民課

既存 産前サポート事業
妊娠・出産・育児に関する悩み事について、助産

師による個別相談を実施する
住民課

既存 保育所健診事業

内科健診（年２回）を保育所に医師が訪問し実施

し、眼科健診（4 歳児のみ年１回）を診療所で実

施

まっかり保育所

既存 保育所歯科健診事業
歯科検診を保育所に歯科医師が訪問し、年２回実

施
まっかり保育所

既存 保育所虫歯予防教室
年中児（４歳児）を対象に歯の状況やむし歯予防

等の具体的な歯科指導を行う
まっかり保育所



86

（９）こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

身近な医療施設として、村の医療を支える真狩村国民健康保険診療所及び真狩村歯科診療所は、疾

病の早期発見・治療だけでなく、保健・福祉の全般で大きな役割を担っています。村で安心してこど

もを育てられるよう、診療所の医療の質及び信頼性の確保に努めるとともに、本村と近隣６町村の中

核病院である JA 北海道厚生連倶知安厚生病院と連携を図りながら医療の充実に努めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）
予防接種

Ｂ型肝炎・ロタ・ＢＣＧ・五種混合・麻しん風疹・

小児肺炎球菌・水痘・日本脳炎・二種混合のワク

チン接種

住民課

既存 各種成人健診
生活習慣病の予防と早期発見のために、若年者健

診（２５歳以上）と子宮がん検診を実施
住民課

既存 医療施設指定管理事業

身近な医療施設があることで、安心して生活でき

るよう真狩村国民健康保険診療所及び真狩村歯

科診療所の運営を指定管理事業者に委託

住民課

既存 学校健診事業
内科健診、眼科健診等を学校に医師が訪問し、年

１回実施
教育委員会

既存 学校歯科検診事業 歯科検診を学校に歯科医師が訪問し、年１回実施 教育委員会

既存
倶知安厚生病院救急医療等体

制整備事業

休日夜間の救急医療体制として近隣７町村が協同

で倶知安厚生病院に設置する救急センター及び

小児科診療の維持に必要な運営支援を実施

住民課
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基本方針４:良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、すべての
こども・若者が幸せな状態で成⾧できるようにする

（１）こどもの貧困対策

貧困の状況にあるこども・若者や子育て当事者が社会的孤立に陥ることがないよう、親の妊娠・出

産期からの相談支援や居場所づくりを通して地域全体で関りを持ち、生活保護法や生活困窮者支援法

などの関連法制における支援に適切につながるよう、見守り・相談体制などの環境構築を推進すると

ともに、関係機関との連携強化による地域ぐるみの支援体制の整備充実を図ります。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）

ひとり親家庭等の医療費の助

成

ひとり親家庭等の母又は父及び児童に対し、医療

費の一部を助成
住民課

既存

（再掲）
児童手当

家庭における生活の安定に寄与するため、18 歳

（高校生年代）までのこどもを養育している人に

手当を支給

住民課

既存

（再掲）
児童扶養手当

父母の離婚などで、父又は母と生計を同じくして

いない児童生徒を育成される家庭（ひとり親家庭

等）について、こどもを養育している人に所得に

応じて手当を支給

住民課

既存

（再掲）
母子家庭等自立給付金

母子・父子家庭の親が、職業に必要な能力を高め

るために講座を受講したり、資格取得のため 2 年

以上養成機関で修業する場合に給付金を支給

住民課

既存

（再掲）
母子・寡婦福祉資金貸付金

母子家庭の母等が、就労や児童の就学などで資金

が必要となったときの貸付
住民課

既存

（再掲）
要保護・準要保護児童支援

小･中学校の児童生徒で経済的な理由により、学

用品費や給食費などの負担が困難な家庭に対して

の援助

教育委員会

既存

（再掲）
要保護児童対策協議会の推進

虐待を受けているこどもを始めとする要保護児

童の早期発見や適切な保護を図るために、関係機

関がそのこども等に関する情報や考え方を共有

し、円滑な連携・協力を確保する

住民課

教育委員会

まっかり保育所

学校

児童相談所

既存 母子父子自立支援員
ひとり親家庭の総合的な相談窓口として、情報提

供や求職活動に関する支援など

後志総合振興局

保健環境部社会

福祉課子ども子

育て支援係
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既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存 児童家庭支援センター
こどもや家庭等の相談について、児童福祉の専門

職員等が電話、訪問等による助言、指導等の支援

北海道保健福祉

部子ども未来推

進局子ども子育

て支援課

既存
母子家庭等就業・自立支援セ

ンター

就業相談、技能習得、就業情報提供に至る一貫し

た就労支援や、地域生活や養育費に関する専門的

な相談

北海道母子寡婦

福祉連合会

既存 母子家庭等電話相談

母子家庭や寡婦、父子家庭の皆さんの生活や健康

上の心配ごと、子供の養育、就職問題などのどさ

まざまな悩みごとの電話による相談

北海道母子寡婦

福祉連合会
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（２）障がい児支援・医療的ケア児等への支援

障害の有無にかかわらず安心して生活できるよう、特別児童扶養手当等の経済的支援を行うととも

に、その特性に合わせた適切な支援が受けられるよう、相談支援体制を充実し、通所支援や入所支援

等のサービスに円滑につながるよう努めます。

また、特別支援教育支援員等による学びの機会の充実や障がいのある児童生徒と障がいのない児童

生徒との相互理解の取組を進めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）
重度心身障害者の医療の助成 重度心身障害者に医療費の一部を助成 住民課

既存

（再掲）
特別児童扶養手当

精神や身体に 1 級または 2 級の障害のある 20 歳

未満のこどもを家庭で監督、保護している父母な

どの養育者の所得に応じて手当を支給

住民課

既存

（再掲）

障害者（児）施設通所交通費助

成

身体・知的・精神障害者（児）等が施設等への通

所に要する交通費の助成
住民課

既存
障害児福祉手当・特別障害者

手当

精神又は身体に重度の障害を有するため、日常生

活において常時の介護を必要とする状態にある

在宅の者に手当を支給

住民課

既存 障害者（児）福祉サービス

個々の障がいのある方の障がい程度や勘案すべ

き事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を踏

まえ、介護の支援を受ける「介護給付」、訓練等の

支援を受ける「訓練等給付」、障がいをもつ児童の

「障害児通所給付」が利用できる。

住民課

既存

（再掲）
羊蹄山麓発達支援センター

羊蹄山ろく 7 か町村に住む児童で小集団・個別療

育の中で社会性や心身・言葉などの発達を促す支

援の実施。

NPO 法人しり

べし地域サポー

トセンター
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（３）児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援

こどもの重大な人権侵害である児童虐待を防止するための普及啓発に努めるとともに、地域におい

て、こどもやその家族に対する見守りや適切な支援が行われるよう、日頃から地域のこどもに関わる

拠点間の連携を強化し、通告案件が発生した場合でも児童相談所をはじめとした関係機関の円滑な情

報共有を徹底します。

また、家庭内で起こる児童虐待やヤングケアラーの実態については、表面化しづらいのが現実であ

り、行政窓口への相談はハードルが高いため、当事者同士が気軽に話し合いができる機会づくりを推

進します。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）
児童虐待防止対策の充実

・村内の関係機関との連携を図り“真狩おや？お

や？安心サポートシステム”体制と要保護児童

対策協議会の強化・相談体制の充実

・児童相談所の専門性や権限を最大限利用し、適

切な援助を受ける

・妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする

こどもや妊婦の早期発見・早期対応

住民課

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

既存

（再掲）
要保護児童対策協議会の推進

虐待を受けているこどもを始めとする要保護児

童の早期発見や適切な保護を図るために、関係機

関がそのこども等に関する情報や考え方を共有

し、円滑な連携・協力を確保する。

住民課

教育委員会

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

学校

児童相談所

既存 社会的養護体制の充実

・児童養護施設等の連携により、子育て短期支援

事業の充実

・地域の関係機関の理解と協力を得ながら里親の

開拓や里親支援につながる広報・広聴の展開

・母子生活支援施設等の積極的な活用、支援委納

の充実など広域利用の推進

住民課

まっかり保育所

既存
おや？おや？安心サポートシ

ステム

子育て困難家庭や虐待のおそれなど不適切な養

育が疑われる親子を早期に発見するとともに支

援を行い児の健全な成⾧を促す

住民課

まっかり保育所
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（４）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組

自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立

などの社会的要因があり、複雑化・複合化しているため、包括的な支援体制及び関係機関のネットワ

ーク構築を進めるとともに、児童生徒を対象とした「SOS の出し方に関する教育」など、「誰も自殺に

追い込まれることのない社会」を目指した取り組みを推進します。

また、多様化・巧妙化するインターネット犯罪をはじめ、生活を取り巻く様々な事件・事故等の危

険からこども・若者を守るため、スマートフォンの利用や情報モラルに関する正しい知識の啓発や地

域の見守り体制の整備を推進します。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）

スクールサポートセンター事

業

学校、家庭、地域が一体となった学校運営をすす

めるため、学校と地域のネットワークづくり・地

域の支援体制の整備

教育委員会

既存

（再掲）
児童虐待防止対策の充実

・村内の関係機関との連携を図り“真狩おや？お

や？安心サポートシステム”体制と要保護児童

対策協議会の強化・相談体制の充実

・児童相談所の専門性や権限を最大限利用し、適

切な援助を受ける

・妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする

こどもや妊婦の早期発見・早期対応

住民課

まっかり保育所

子育て支援セン

ター

既存

（再掲）
安心安全なまちづくり

建築物をはじめ、道路・公園・村内の公共的施設

における段差解消などのバリアフリー化、子育て

世帯にやさしいトイレ等の整備

企画情報課

建設課

既存

（再掲）

真狩いじめゼロこどもサミッ

ト

真狩村の児童生徒が一堂に会し、各学校における

「いじめ根絶」の取組を交流し合うこと等をとお

して、一人一人が「いじめは絶対に許さない」と

いう気持ちを強め、自分たちの手でいじめをゼロ

にしようという意識を高める。

教育委員会

既存

（再掲）
スクールガード事業

入学式の時期などに真狩小学校前などで通学時

の見守りや交通安全の啓発を実施
教育委員会

既存

（再掲）
こどもを守る 110 番の店

こどもが不審者から声をかけられたりした場合

に店などで一時的に保護
教育委員会

既存

（再掲）
要保護児童対策協議会の推進

虐待を受けているこどもを始めとする要保護児

童の早期発見や適切な保護を図るために、関係機

関がそのこども等に関する情報や考え方を共有

し、円滑な連携・協力を確保する

住民課

教育委員会

保育所

学校

児童相談所
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基本方針５:若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値
観・考え方を大前提として若い世代の視点に立って結婚、子育
てに関する希望の形成と実現を阻む隘路の打破に取り組む

（１）高等教育の修学支援

経済的な理由で就学を断念せざるを得ないこどもが少なくなるよう、子育て家庭への経済的負担を

軽減し、こどもの就学機会の確保に努めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）
要保護・準要保護児童支援

小･中学校の児童生徒で経済的な理由により、学

用品費や給食費などの負担が困難な家庭に対し

ての援助

教育委員会

既存

（再掲）
通学支援事業

村内の自宅から他市町村の高等学校に通学にか

かる費用の一部を助成
教育委員会
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（２）就労支援、雇用と経済的基盤の安定のための取組

就学時からの起業体験や就労体験を通じて、就労に対する意識の醸成を図ります。また、未就労の

若者への就労相談体制や広報の充実を図るとともに、就労支援事業の充実を進めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）
ベンチャーキッズ支援事業

『ビジネスの面白さ・大変さ』を体験しながらこ

どもたちの独創性と行動力・自立心を伸ばし、『ビ

ジネスセンス』や『生きる力』を身に着ける。

真狩村商工会

既存

（再掲）
インターンシップ中学校

仕事の厳しさや大変さを認識し、望ましい勤労

観、職業観を考え、働く大人との交流をとおして、

働くことへの意識を高めるとともに好ましい人

間関係形成の機会とする。

教育委員会

既存 就労支援事業

障がいのある方々が地域で安心して生活するこ

とや働くことができるよう、労働と福祉、教育等

が緊密な連携を図り、様々な分野において一体的

に支援を進める

住民課

羊蹄山ろく地域

自立支援協議会
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（３）結婚を希望する方への支援、結婚に伴う新生活への支援

村の基幹産業である農業の永続的な維持・発展のため、農業従事者で未婚の経営者及び後継者への

配偶者確保対策等の結婚相談支援を推進するとともに、結婚に伴う新生活に経済的不安を抱える若者

への支援の充実を図ります。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存

（再掲）
結婚新生活支援事業

夫婦ともに 39 歳以下で婚姻し、一定の所得以下

の世帯における引っ越しなどの新生活を送るた

めにかかる費用の一部を助成

企画情報課

既存 結婚相談所

真狩村で農業経営を行う独身経営者及び独身農

業後継者の配偶者確保対策を推進し、農業の永続

的な維持・発展に寄与する。

産業課
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（４）共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大

子育て家庭が仕事と育児等の家庭との両立を実現できるよう、意識啓発や各種支援制度の普及啓発

を進めます。男女平等参画や年次有給休暇の取得などの働き方改革、ハラスメント防止等の労働関係

制度のもと、男女が共に共同して家事、育児等を行うことについて、当事者のみならず、事業所等へ

の意識の醸成を図るとともに、働きやすい環境づくりのための福祉サービスの充実に努めます。

■事業内容

既存／新規 事業名称 事業内容
所管部署／

関係機関

既存
子育て短期支援事業（ショー

トステイ）

保護者の疾病などの理由により家庭において養

育を受けることが一時的に困難となった児童に

ついて、児童養護施設等に入所し、短期入所生活

援助事業により必要な保護を行う事業

住民課

既存
子育て短期支援事業（トライ

ライトステイ）

保護者の疾病などの理由により家庭において養

育を受けることが一時的に困難となった児童に

ついて、児童養護施設等に入所し、夜間養護等事

業により必要な保護を行う事業

住民課

既存
労働者の心の健康保持メンタ

ルヘルス対策推進

労働者の心の健康の保持増進のため、事業者が適

切かつ有効に実施すべきメンタルヘルスケア対

策

住民課

総務課

既存 企業への広報活動

仕事と生活の調和の実現が社会を持続可能で確

かのものにする上で不可欠であるため、広報活動

を通じた気運の醸成

住民課

総務課

既存
企業への人材育成スキルアッ

プ支援

主体性、自立性をもった人間としての一般的能力

の向上をはかることに重点をおき、企業の業績向

上と従業員の個人的能力の発揮との統合を支援

住民課

総務課

既存 男の料理教室
男性の食に対する意識を向上し、自分で食事を作

り、自立した生活が送れるよう支援する。
住民課
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基本方針６:施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団
体、民間団体等との連携を重視する

施策の推進体制等

本計画に携わる部署は、広範囲にわたっています。そのため、住民課を中心とした各部署間の綿密

な情報交換と連携した行動によって、計画の効率的かつ効果的な推進を図ります。

本計画の推進のためには、村だけでなく、児童相談所等の行政組織や、こども・若者の育みに関係

する民間団体及び地域住民の協力が不可欠です。

そのため、住民に対して積極的に情報を提供していくとともに、行政と各種団体、地域住民との協

力を強化します。

地方公共団体の責務として、住民のニーズを的確に把握しながら、利用者本位のよりよい子育て支

援となるよう、国・道に対し必要な要望を行うとともに、行財政上の措置を要請していきます。

また、保育所の広域利用、被虐待児への対応や障がいのあるこども・若者への対応等、専門的な支

援を必要とする場合には、国や道、近隣市町村との連携・調整のもと、取組を推進します。
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１．第２期子ども・子育て支援事業計画の実施状況

（１）特定教育・保育施設等の提供体制（利用定員）の目標及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

※認定こども園：認定こども園まっかり保育所・認可外保育所：御保内へき地保育所

（２）特定教育・保育施設等の利用見込み及び実績(各年度 4月 1日)

■令和 2年度

※認定こども園：認定こども園まっかり保育所・認可外保育所：御保内へき地保育所

. 目標(人) 実績(人)

特定教育・

保育施設等

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

3 歳以上 1・2 歳 0 歳 3 歳以上 1・2 歳 0 歳

認定こども園 10 60 20 ― 10 60 20 ―

認可保育所 ― ― ― ― ― ― ― ―

認可外保育所 ― 24 6 ― ― 24 6 ―

見込み(人) 実績(人)

特定教育･

保育施設等

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳 3 歳以上 1･2 歳 0 歳

認定こども園

― 35 16 1

2 40 15 ―

認可保育所 ― ― ― ―

認可外保育所 ― 6 3 ―

Ⅴ 計画の目標値等
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■令和 3年度

※認定こども園：認定こども園まっかり保育所・認可外保育所：御保内へき地保育所（R3.11 閉所）

■令和 4年度

※認定こども園：認定こども園まっかり保育所

■令和 5年度

※認定こども園：認定こども園まっかり保育所

見込み(人) 実績(人)

特定教育･

保育施設等

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳 3 歳以上 1･2 歳 0 歳

認定こども園

― 35 16 1

5 28 17 ―

認可保育所 ― ― ― ―

認可外保育所 ― 5 3 ―

見込み(人) 実績(人)

特定教育･

保育施設等

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳 3 歳以上 1･2 歳 0 歳

認定こども園

― 35 16 1

1 36 21 ―

認可保育所 ― ― ― ―

認可外保育所 ― ― ― ―

見込み(人) 実績(人)

特定教育･

保育施設等

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳 3 歳以上 1･2 歳 0 歳

認定こども園

― 35 16 1

4 34 21 ―

認可保育所 ― ― ― ―

認可外保育所 ― ― ― ―
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■令和 6年度

※認定こども園：認定こども園まっかり保育所

（３）利用者支援事業体制の目標及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

※実施箇所：住民課

見込み(人) 実績(人)

特定教育･

保育施設等

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

1 号

認定

2 号

認定
3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳 3 歳以上 1･2 歳 0 歳

認定こども園

― 35 16 1

3 40 17 ―

認可保育所 ― ― ― ―

認可外保育所 ― ― ― ―

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

目標

(実施個所)
1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

実績

(実施箇所)
1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所
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（４）一時預かり事業の実施箇所、提供人数及び利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

※実施箇所：真狩村地域子育て支援センター、認定こども園まっかり保育所

（５）放課後児童健全育成事業の実施箇所、提供人数及び利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度(毎年度 4月 1日)

※実施箇所：真狩村放課後児童クラブ

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

実施

箇所

目標 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

実績 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

提供

人数

目標 1,200 人 1,200 人 1,200 人 1,200 人 1,200 人

実績 1,200 人 1,200 人 1,200 人 1,200 人 1,200 人

利用

者数

見込 207 人 189 人 196 人 180 人 185 人

実績 122 人 191 人 214 人 186 人

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

実施

箇所

目標 1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

実績 1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

提供

人数

目標 35 人/日 35 人/日 35 人/日 35 人/日 35 人/日

実績 35 人/日 35 人/日 35 人/日 35 人/日 35 人/日

利用

者数

見込 30 人/日 33 人/日 30 人/日 31 人/日 28 人/日

実績 31 人/日 28 人/日 33 人/日 35 人/日 27 人/日
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（６）地域子育て支援拠点事業の実施箇所、利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

※実施箇所：真狩村地域子育て支援センター

（７）妊婦に対する健康診査の利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

（８）乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業の利用者数の見込み及び実績

■乳児家庭全戸訪問事業 令和 2年度～令和 6年度

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

実施

箇所

目標 1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

実績 1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

利用

者数

見込 1,338 人回 1,290 人回 1,308 人回 1,194 人回 1,188 人回

実績 1,525 人回 1,015 人回 1,441 人回 1,596 人回

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

利用

者数

見込
15 人

210 回

13 人

182 回

13 人

182 回

12 人

168 回

12 人

168 回

実績
21 人

197 回

16 人

148 回

23 人

188 回

19 人

146 回

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

利用

者数

見込 15 人 13 人 13 人 12 人 12 人

実績 14 人 15 人 12 人 14 人
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■養育支援訪問事業 令和 2年度～令和 6年度

（９）ショートステイ事業・トワイライトステイ事業の利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

（10）ファミリー・サポート・センター事業の利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

（11）時間外（延⾧）保育事業の利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

利用

者数

見込 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人

実績 0 人 0 人 0 人 0 人

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

利用

者数

見込 0 人日 10 人日 10 人日 10 人日 10 人日

実績 ― 0 人日 0 人日 8 人日

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

利用

者数

見込 252 人日 252 人日 252 人日 252 人日 252 人日

実績 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

利用

者数

見込 2 人 2 人 2 人 2 人 2 人

実績 0 人 0 人 0 人 0 人
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（12）病児保育事業の利用者数の見込み及び実績

■令和 2年度～令和 6年度

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度

利用

者数

見込 144 人 144 人 144 人 144 人 144 人

実績 0 人 0 人 0 人 0 人
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２．教育・保育に関する提供区域の設定

（１）提供区域の設定の趣旨

子ども・子育て支援法により、計画に記載する教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業におい

て「量の見込み」及び「確保方策」を設定する単位として、提供区域を設定することが規定されてい

ます。

（２）提供区域の設定

身近な地域で希望するサービスを利用しやすい提供体制の確保のため、本村全域を教育・保育提供

区域及び地域子ども・子育て支援事業提供区域と設定します。

（３）量の見込みと確保方策の考え方

教育・保育の見込み量については、アンケート結果及び児童の推計人口を勘案して算出しています

が、事業によっては現況と乖離する見込み量となる場合があるため、計画策定にあたっては、アンケ

ート結果の傾向と現況に近い見込み量に調整し算出しています。

確保方策については、事業の見込み量に応じた提供体制の確保に努めます。
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（４）児童の推計人口

（※住民基本台帳人口のコーホート変化率及び村独自推計により算出）

年度

年齢別

令和 6

（実績）

令和 7

（推計）

令和 8

（推計）

令和 9

（推計）

令和 10

（推計）

令和 11

（推計）

推

計

人

口

0 歳 14 13 12 11 11 10

1 歳 15 15 14 13 12 12

2 歳 10 14 14 13 12 11

3 歳 14 9 13 13 12 11

4 歳 18 14 9 13 13 12

5 歳 15 17 13 9 12 12

小計 86 82 75 72 72 68

6 歳（小１） 7 13 15 12 8 11

7 歳（小２） 13 7 13 15 12 8

8 歳（小３） 14 12 7 12 14 11

9 歳（小４） 16 14 12 7 12 14

10 歳（小５） 15 16 14 12 7 12

11 歳（小６） 12 15 16 14 12 7

小計 77 77 77 72 65 63

12 歳 15 12 15 16 14 12

13 歳 13 15 12 15 16 14

14 歳 15 12 14 11 14 15

15 歳 18 16 13 15 12 15

16 歳 20 18 16 13 15 12

17 歳 11 20 18 16 13 15

小計 92 93 88 86 84 83

総合計 255 252 240 230 221 214

コーホート変化率法

「コーホート変化率法」とは、各コーホートについて、過去における実績人口の動

勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法です。

今回のように推計するものが比較的近い将来の人口であり、変化率の算出基礎とな

る近い過去に特殊な人口変動がなく、また推計対象となる近い将来にも特殊な人口変

動が予想されない場合は、比較的簡便なこの方法を用いることができます。

だだし、各階層年齢人口を変化率で算出するため、本村のように人口が少ない場合

年度推移で年齢人口の比較には差異が生じます。
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３．量の見込みと確保方策

（１）特定教育・保育施設等

認定区分（1 号認定：3～5 歳児で保育の必要性がないこども、2 号認定：3～5 歳児で保育の必要性

があるこども、3 号認定：0～2 歳児で保育の必要性があるこども）に応じた年度ごとの量の見込みと

確保方策及び 3 号認定における保育利用率（年度ごとの 0～2 歳児推計人口／3 号認定利用定員）は

以下のとおりです。

■令和６年度

■令和 7年度

■令和 8年度

1 号認定 2 号認定 3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳児

①実績(令和 6 年 4 月 1 日) 3 人 40 人 17 人 ―

②確保方策
認定こども園 10 人 60 人 20 人 ―

認可外保育所 ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ― ― ― ―

1 号認定 2 号認定 3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳児

①量の見込み 4 人 38 人 19 人 ―

②確保方策
認定こども園 10 人 60 人 20 人 ―

認可外保育所 ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ― ― ― ―

1 号認定 2 号認定 3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳児

①量の見込み 4 人 33 人 18 人 ―

②確保方策
認定こども園 10 人 60 人 20 人 ―

認可外保育所 ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ― ― ― ―
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■令和 9年度

■令和 10年度

■令和 11年度

■3号認定における保育利用率

1 号認定 2 号認定 3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳児

①量の見込み 3 人 33 人 17 人 ―

②確保方策
認定こども園 10 人 60 人 20 人 ―

認可外保育所 ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ― ― ― ―

1 号認定 2 号認定 3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳児

①量の見込み 2 人 34 人 16 人 ―

②確保方策
認定こども園 10 人 60 人 20 人 ―

認可外保育所 ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ― ― ― ―

1 号認定 2 号認定 3 号認定

3 歳以上 1･2 歳 0 歳児

①量の見込み 2 人 32 人 15 人 ―

②確保方策
認定こども園 10 人 60 人 20 人 ―

認可外保育所 ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ― ― ― ―

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

0～2 歳推計人口 42 人 40 人 37 人 35 人 33 人

3 号認定利用定員 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人

保育利用率 47.6% 50.0% 54.1% 57.1% 60.6%
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（２）利用者支援事業

こども及びその保護者等が教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業等の中から適切のものを

選択し、円滑に利用できるよう、身近な場所で支援を行う事業です。

■利用者支援事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

量の見込み 1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

確保方策 1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

【利用者支援事業の方向性】

平成 28 年度より住民課にて実施していますが、専門職員の配置は困難であるため保健師等

が行っています。

利用者のニーズを把握し、それに基づき情報の集約・提供、相談、支援等を行うことによ

り、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業等を円滑に利用できるよう実施するとと

もに、関係機関との連絡・調整、連携、協働の体制づくりを行いながら地域の子育て資源の

育成、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資源の開発等に努めます。
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（３）一時預かり事業

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、地域子育て支援拠点等で

一時的に預かり、必要な保育を行う事業です。

■一時預かり事業における量の見込み①

■一時預かり事業における量の見込み②

※認定こども園まっかり保育所では定員を超えない範囲で一時預かり事業を実施

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

真狩村地域子育て

支援センター
1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

認定こども園

まっかり保育所
1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 180 人 165 人 161 人 161 人 152 人

②確保方策 1,440 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人

真狩村地域子育て

支援センター
480 人 480 人 480 人 480 人 480 人

認定こども園

まっかり保育所
960 人 960 人 960 人 960 人 960 人

過不足（②ʷ①） ― ― ― ― ―

【一時預かり事業の方向性】

真狩村地域子育て支援センター（ゆうゆう）及び認定こども園まっかり保育所で実施してい

ます。保育士等の確保は困難でありますが、真狩村地域子育て支援センターの利用時間につい

ては 1 時間早めて午前 9 時からとし、保護者の利便性の向上に努めています。
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（４）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

放課後児童健全育成事業は、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に

対し、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供して、その健全な育成を図

る事業です。

■放課後児童健全育成事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 22 人 25 人 24 人 22 人 22 人

1 年生 9 人 11 人 8 人 6 人 8 人

2 年生 4 人 8 人 9 人 7 人 5 人

3 年生 6 人 4 人 6 人 7 人 6 人

4 年生 3 人 2 人 1 人 2 人 3 人

5 年生 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

6 年生 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

②確保方策 35 人 35 人 35 人 35 人 35 人

真狩村放課後

児童クラブ
1 箇所 1 箇所 21 箇所 1 箇所 1 箇所

過不足（②ʷ①） ― ― ― ― ―

【放課後児童健全育成事業の方向性】

1 年生から 4 年生までを 1 支援単位として真狩村放課後児童クラブ（おひさまクラブ）を

開設しています。全学年を 1 支援単位とすると、低学年と高学年の体格差や活動範囲・運動

能力の違いや遊びの嗜好など大きく開きがあり、お互いの安全性などに問題が生じる恐れが

あります。

保健福祉センターの児童館機能を利用し、放課後等に児童が自由に利用できる“遊び場・居

場所”として開放していますが、少年団活動等を行っていなく、保護者が昼間家庭にいない 5

年生以上のニーズがあるため、安全で楽しい空間、場所の確保により受け入れを検討します。
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（５）地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供等の

支援を行う事業です。

■地域子育て支援拠点事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 1,248 人回 1,170 人回 1,122 人回 1,086 人回 1,026 人回

②確保方策 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

【地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター）の方向性】

子育て親子の交流等を促進する地域子育て支援拠点として、真狩村地域子育て支援セン

ター（ゆうゆう）を設置しています。地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安

感等を緩和し、こどもの健やかな育ちを支援します。

また、子育てサークルとボランティアの育成のための企画・事業を開催するとともに、地

域の保育資源の情報提供及び連携・協力体制の構築に努めていきます。
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（６）妊婦健康診査事業

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査計測、

保健指導を実施するとともに、妊娠期間中に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。

■妊婦健康診査事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み
13 人

182 回

12 人

168 回

12 人

168 回

11 人

154 回

10 人

140 回

②確保方策

実施場所：道内の契約医療機関・助産所

検査項目：問診・診察・体重・血圧測定、尿検査・血液型・貧血・

血糖・Ｃ型肝炎、Ｂ型肝炎・梅毒・風疹・ＨＩＶ抗体・

ＨＴＬＶʷⅠ抗体・トキソプラズマ・子宮頸がん検査・

性器クラミジア・細菌性膣症・ノンストレス検査・

超音波検査

【妊婦に対する健康診査の方向性】

妊婦の健康状態やお腹の赤ちゃんの発育などを身体測定や血液・血圧・尿などの妊婦健

診を受けることで、病気などの早期発見、早期治療に努めます。

妊婦健診の回数は妊婦の身体状況、胎児の発育状況によって異なりますが、妊娠期間中

に概ね 14回実施します。
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（７）乳児家庭全戸訪問事業

生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供、養育環境など

の把握を行う事業です。

■乳児家庭全戸訪問事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 13 人 12 人 12 人 11 人 10 人

②確保方策 実施機関：真狩村役場住民課 保健師 3 名

【乳児家庭全戸訪問事業の方向性】

育児等に関する様々な不安や悩みを聞き、相談に応じるほか子育て支援に関する情報提

供等と親子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、支援が必要な家庭に対し適

切なサービス提供につなげます。また、訪問結果により支援が必要と判断された家庭につ

いては、関係者によるケース会議等を行い、養育支援訪問事業をはじめとした適切なサー

ビスの提供に努めます。
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（８）養育支援訪問事業

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅に訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことに

より適切な養育の確保を実施する事業です。

■養育支援訪問事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 1 人 1 人 1 人 1 人 1 人

②確保方策 実施期間：真狩村役場住民課 保健師 3 名

【養育支援訪問事業の方向性】

乳児家庭全戸訪問事業の実施結果等により、特に養育支援を必要とする若年の妊婦及び

妊婦健康診査未受診や望まない妊娠など、妊娠期からの継続的な支援を特に必要とする家

庭、出産後間もない時期（おおむね１年程度）の養育者が、育児ストレス、産後うつ状態、

育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して強い不安や孤立感等を抱える家庭、食

事、衣服、生活環境等について不適切な養育状態にあり、虐待の恐れやそのリスクを抱え

ると認められる家庭については専門的な支援を実施します。
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（９）子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業）

保護者の疾病などの理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童につ

いて、児童養護施設等に入所し、短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業

（トワイライトステイ事業）により必要な保護を行う事業です。

■子育て短期支援事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 10 人日 10 人日 10 人日 10 人日 10 人日

②確保方策 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

【子育て短期支援事業の方向性】

子育て短期支援事業については、潜在的なニーズがあると思われます。

村内に児童養護施設等がなく誘致等も困難であるため、蘭越町にある児童養護施設北海

愛星学園に委託し、原則 7日以内の宿泊を伴う預かりや平日夜間又は休日に預かりを行う

ことにより、児童及びその家庭の福祉の向上を図ることに努めています。
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（10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

乳幼児や小学生の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かりなどの援助を受ける

ことを希望する人（依頼会員）と援助を行うことを希望する人（協力会員）との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行う事業です。

■子育て援助活動支援事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 154 人日 154 人日 154 人日 154 人日 154 人日

②確保方策 ― ― ― ― ―

過不足（②―①） ▲154 人日 ▲154 人日 ▲154 人日 ▲154 人日 ▲154 人日

【子育て援助活動支援事業の方向性】

こどもが病気になったときなどに利用する保護者の潜在的なニーズがあります。地域の

中で子育てを支援していくネットワークの構築、相互協力と信頼関係に基づく事業の取り

組みが必要となっているといえます。今後、事業の委託などを含めて体制の整備を図るこ

とに努めます。

援助を受けたい会員

（依頼会員）

援助を行いたい会員

（協力会員）

サポートセンター

≪相互援助組織≫

アドバイザー

[連絡・調整]

援助活動

報酬支払

援助の打診援助の申込み
登録 登録
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（11）延⾧保育事業（時間外保育事業）

保育認定（2 号認定・3 号認定）を受けているこどもについて、通常の利用日並びに利用時間以外

の日及び時間において保育所で保育を行う事業です。

■延⾧保育事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 10 人 10 人 10 人 10 人 10 人

②確保方策
実人数 ― ― ― ― ―

施設数 ― ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ▲10 人 ▲10 人 ▲10 人 ▲10 人 ▲10 人

【延⾧保育事業（時間外保育事業）の方向性】

認定こども園まっかり保育所では、平成 28 年度より保育標準時間（11 時間）となる午

前 7 時 30 分から午後 6 時 30 分まで保育を実施しています。延⾧保育については保護者の

ニーズを十分に検討しながら、開所時間の延⾧について保育士の確保を含めた体制整備を

図ることに努めます。
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（12）病児保育事業

病気及び病気の回復期にあたるため集団保育の困難な児童を一時的に保育し、保護者の子育てと就

労の両立を支援する事業です。

■国の開設基準

■病児保育事業における量の見込み

類型 対象 開設要件

病児

対応型

病気の回復期に至らない場合で集団

保育が困難であり、当面の症状の急

変が認められない場合

・看護師、保健師又は助産師を10人につき1名以

上、保育士を3人につき1名以上配置

・病院、診療所、保育所等に付設された専用スペー

ス又は専用施設

病後児

対応型

病気の回復期であり、かつ、集団保

育が困難な期間

・看護師、保健師又は助産師を10人につき1名以

上、保育士を3人につき1名以上配置

・病院、診療所、保育所等に付設された専用スペー

ス又は専用施設

体調不良児

対応型

保育中に微熱を出すなど体調不良と

なった児童で、緊急的な対応を必要

とする児童

・看護師、保健師又は助産師を1名以上配置

・体調不良児の人数は看護師等 1 名に対し 2 名程

度

非施設型(訪

問型)

回復期に至らない場合、または回復

期でありかつ集団保育が困難な期間

・当該児童の自宅において一時的に保育

・預かりは一定の研修を修了した看護師等、保育

士家庭的保育者 1 名に対して 1 名程度

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 116 人 116 人 116 人 116 人 116 人

②
確
保
方
策

病児・病後児対応型 ― ― ― ― ―

体調不良児対応型 ― ― ― ― ―

非施設型(訪問型) ― ― ― ― ―

過不足（②―①） ▲116 人 ▲116 人 ▲116 人 ▲116 人 ▲116 人

【病児保育事業の方向性】

就労する保護者にとって病児保育事業のニーズ量は高いものになっています。しかし、

本村の保育施設において設備基準等の要件を満たす病児・病後児保育を開設することはコ

ストや人材確保からも困難であります。

近隣町村や医療機関と協議を進め、広域的な対策を検討する必要があります。
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（13）子育て世帯訪問支援事業

子育て世帯訪問支援事業とは、訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て

家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴すると

ともに、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高ま

りを未然に防ぐ事業です。

■子育て世帯訪問支援事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 52 人日 52 人日 52 人日 52 人日 52 人日

②確保方策
延べ

人数
― ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ▲52 人日 ▲52 人日 ▲52 人日 ▲52 人日 ▲52 人日

【子育て世帯訪問支援事業の方向性】

社会課題が多様化・複雑化する中、本村においても育児や家庭に困難を抱える子育て世

帯もあり、潜在的なニーズがあると思われます。

今後、ニーズが顕在化したときにスムーズに対応ができるよう、事業の委託などを含め

て、体制の整備を図ることに努めます。
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（14）児童育成支援拠点事業

児童育成支援拠点事業とは、養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対し

て、当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の

形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をア

セスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供するこ

とにより、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事業です。

■児童育成支援拠点事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人

②確保方策
実人数 ― ― ― ― ―

施設数 ― ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ▲3 人 ▲3 人 ▲3 人 ▲3 人 ▲3 人

【児童育成支援拠点事業の方向性】

事業の対象となる児童にとって、安心して過ごすことのできる居場所を提供することは、

こどもの健全な育成において非常に重要です。

しかし、本村が単独で当該事業の拠点となる施設や体制を整備することは、コストや人

材確保の面からも困難であるため、近隣町村とも協議を進め、広域的な対策を検討する必

要があります。
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（15）親子関係形成支援事業

親子関係形成支援事業とは、児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその

児童に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた

情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや

不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子

間における適切な関係性の構築を図ることを目的としています。

■親子関係形成支援事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人

②確保方策
実人数 ― ― ― ― ―

実施機関：真狩村役場住民課 保健師 3 名

過不足（②ʷ①） ▲3 人 ▲3 人 ▲3 人 ▲3 人 ▲3 人

【親子関係形成支援事業の方向性】

「褒め方が分からない」「発達の特性のため、どう対応していいかわからない」など、

様々な親子関係の課題が想定されます。

ニーズの把握を行いながら、こどもとの接し方を学ぶ機会の提供により、こどもの健や

かな育ちのためのより良い親子関係形成支援体制の構築に努めます。
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（16）妊婦等包括相談支援事業

妊婦等包括相談支援事業とは、妊娠時から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるた

めの面談や継続的な情報発信等を行うとともに、必要な支援につなぐ伴走型相談支援の推進を図るこ

とを目的としています。

■妊婦等包括相談支援事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み

妊娠届出数

13 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

39 回

妊娠届出数

12 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

36 回

妊娠届出数

12 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

36 回

妊娠届出数

11 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

33 回

妊娠届出数

10 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

30 回

②確保方策
実人数

妊娠届出数

15 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

45 回

妊娠届出数

15 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

45 回

妊娠届出数

15 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

45 回

妊娠届出数

15 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

45 回

妊娠届出数

15 件

１組当たり

面談回数

3 回

面談実施

合計回数

45 回

実施機関：真狩村役場住民課 保健師 3 名

過不足（②ʷ①） ― ― ― ― ―

【妊婦等包括相談支援事業の方向性】

妊婦等包括相談支援事業については、現在、伴走型相談として妊娠届出時・出産前・出

産後の１人あたり計３回を基本として面談を実施しており、妊娠・子育ての不安を解消し、

ニーズに応じた支援につながるよう、継続してサービスを提供するよう努めます。
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（17）乳児等通園支援事業

乳児等通園支援事業とは、保育所その他の内閣府令で定める施設において、乳児又は幼児であって

満 3 歳未満のもの（保育所に入所しているものその他の内閣府令で定めるものを除く。）に適切な遊

び及び生活の場を与えるとともに、当該乳児又は幼児及びその保護者の心身の状況及び養育環境を把

握するための当該保護者との面談並びに当該保護者に対する子育てについての情報の提供、助言その

他の援助を行うことを目的としています。

■乳児等通園支援事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み（0 歳児） 1 人日 1 人日 1 人日 1 人日 1 人日

②確保方策

（0 歳児）

延べ

人数
― ― ― ― ―

施設数 ― ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日

①量の見込み（1 歳児） 1 人日 1 人日 1 人日 1 人日 1 人日

②確保方策

（1 歳児）

延べ

人数
― ― ― ― ―

施設数 ― ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日

①量の見込み（2 歳児） 0 人日 1 人日 1 人日 1 人日 1 人日

②確保方策

（2 歳児）

延べ

人数
― ― ― ― ―

施設数 ― ― ― ― ―

過不足（②ʷ①） ― ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日 ▲1 人日

【乳児等通園支援事業の方向性】

国においては、令和８年度から「こども誰でも通園制度」の創設を予定しており、本村

においても国の実施要綱等を確認しながら、事業の実施に向けた検討を進めます。
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（18）産後ケア事業

産後ケア事業とは、助産師等の看護職が中心となり、母子に対して、母親の身体的回復と心理的な

安定を促進するとともに、母親自身がセルフケア能力を育み、母子の愛着形成を促し、母子とその家

族が健やかな育児ができるよう支援することを目的としています。

■産後ケア事業における量の見込み

令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度

①量の見込み 44 人日 41 人日 41 人日 38 人日 34 人日

②確保方策

延べ

人数
60 人日 60 人日 60 人日 60 人日 60 人日

実施機関：真狩村役場住民課 保健師 3 名

過不足（②ʷ①） ― ― ― ― ―

【産後ケア事業の方向性】

産後ケア事業については、これまでアウトリーチ型の事業を本村の「なみうち助産院」

に委託し実施してきました。

今後、本村の救急医療を担う JA 北海道厚生連倶知安厚生病院でも宿泊型・デイサービス

型の事業がスタートされる予定となっており、当該事業の開始に合わせ、本村の産後ケア

事業においてもサービスの拡充を検討し、利便性の向上を図るよう努めます。
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４．教育・保育事業の推進

（１）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の連携

本村における教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の実施にあたっては、事業間での課

題や情報の共有を図りながら子育て支援の最適化に努めます。

（２）幼児教育・保育の無償化

令和元年 10 月 1 日より認定こども園などを利用する 3 歳児以上のすべてのこども及び住民税非課

税世帯の 3 歳児未満のこどもを対象に幼児教育・保育の無償化が実施されています。

本村の施策として、村内の保育所を利用する 3 歳児未満の保育料については国で定める基準額から

減免、3 歳児以上の給食費については国で定める基準を超えてすべてのこどもを無償とし、子育て世

帯における経済的負担の軽減を図っています。

また、子育てのための施設等利用給付が新設され、認可外保育所等を利用するこどもの保育料等に

ついては月額の上限額の範囲内まで無償となっています。

さらに、3 歳児から 5 歳児までの障害のあるこどもが利用する児童発達支援などの利用者負担も全

額無償となっています。

（３）放課後対策の推進

放課後児童クラブについては、村内小学校の 1 年生から 4 年生までを 1 支援単位として開設し、定

員は 35 人となっています。今後については、子育て世帯のニーズに合わせ、6 年生までの利用を検討

します。

また、学習、体験活動などを行う放課後こども教室については、こども英会話教室などはこの趣旨

に基づき実施していますが、放課後児童クラブの所管である住民課と放課後こども教室の所管である

教育委員会が連携し、保護者や地域住民の参画を得ながらこどもの放課後の活動の場の提供に努めま

す。

（４）保育士の確保及び保育の質の向上

保育ニーズの増加等により本村においても保育士の確保が困難になってきています。国が実施して

いる子育て安心プラン等の活用により潜在保育士の就労等の支援に努めます。また、保育所等が実施

する保育の質の維持・向上のための研修の支援に努めます。
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１．推進体制の充実

本計画では、幼児期の特定教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の見込み、提供体制の確保の

内容及びその時期などを策定しました。

次代を担うこども自身から高齢者まで、全世代で子育て支援を担う参加意識の高揚を図るとともに、

関係機関が一体となり子育て支援を推進します。

本計画の推進のためには、村だけでなく、児童相談所等の行政組織や、こども・若者の育みに関係

する民間団体・住民ネットワーク及び地域住民の協力が不可欠です。

そのため、住民に対して積極的に情報を提供していくとともに、市行政と各種団体、地域住民との

協力を強化します。

２．計画の進捗管理・評価に向けて

本計画の進行管理については、「真狩村子ども・子育て会議」や関係機関において、計画に基づく施

策の進捗状況や計画全体の成果について評価していきます。

また、計画に定める量の見込みなどが大幅に変動する場合は、必要に応じて計画の一部見直しを行

います。

■PDCAサイクルの確立

Ⅵ 計画の推進

Plan

計画

Do

実行

Action

改善

Check

評価

P（計画の策定）
真狩村子ども・子育て
会議等の審議等を踏ま
えた計画の策定

D（計画の推進）
本村や村民、様々な主
体との連携、協働によ
る事業の実施

C（点検・評価、報告）
計画の実施状況を点検・
評価、真狩村子ども・子
育て会議へ報告

A（事業の継続、見直し）
必要に応じたこども・子
育て支援の需要の見込
み、確保方策の見直し、
施策・事業の内容の改
善・見直し
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